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行政改革推進本部事務局 



○本田座長 ただいまから第11回年金業務・組織再生会議を開催いたします。 

 本日の会議におきましては、社会保険庁にお越しをいただき、10月16日の当会議で要請

いたしました社会保険庁自らが考える改革案につきまして、現時点における検討状況をご

説明いただきまして、その上で質疑を行いたいと思います。 

 会議の前半では「組織・人材」に関する改革案について議論し、後半では「外部委託」

に関する改革案について議論してまいりたいと思います。 

（プレス退室） 

○本田座長 それではまず「組織・人材」に関します改革案につきまして、社会保険庁よ

りご説明いただきたいと思います。説明・質疑を含めておよそ70分程度を予定いたしてお

ります。よろしくお願いいたします。 

○吉岡社会保険庁総務部長 社会保険庁、総務部長でございます。本日は、今、座長から

ご指示がございましたように、まず資料１の日本年金機構の「組織・人材」についての検

討状況をご説明いたしたいと思います。 

 その前に事務局からもお求めがございましたので、お手元の資料３の14ページをお開け

いただきまして、現在、日本年金機構の設立に向けた私どもの検討体制ということについ

て簡単に触れさせていただきます。 

 機構の設立に向けまして厚生労働省には今年の夏から大臣を本部長といたします厚生労

働省年金業務改革推進本部というものを設置しております。資料14ページの上のほうでご

ざいます。この中で副大臣を主管として日本年金機構等設立準備部会というものを設けて

いるところでございます。 

 また、社会保険庁におきましては、これはすでに平成16年夏から社会保険庁長官を本部

長といたします社会保険庁改革推進本部というものを設置いたしているところでございま

す。具体的な検討につきましては当然のことながら社会保険庁本庁のすべての組織におい

て、それぞれ所管事務について検討を行っておりますが、中心となってこの作業を進める

体制といたしまして、14ページにございますとおり、左から総務部総務課の企画室、人事

調整官に加えまして、真ん中ほど、年金新組織準備室というものを設けております。この

準備室には民間企業ご出身のチームリーダー２名、地方社会保険事務局からの５名も含め

ました総勢22名の体制ということで検討しているところでございます。 

 それでは、資料１に戻っていただきまして、「組織・人材」についての現時点における

検討状況、20分強頂戴いたしましてご説明をさせていただきます。 

 まず１ページをお開きいただきます。これは日本年金機構の基本理念ということで整理

されたものでございます。下の点線の括弧にございますように、日本年金機構の基本理念

につきましては法律の第２条に定められておりまして、この資料１ページの青い部分の一

～五までのとおり、一が国民の信頼、二が国民の意見の反映、三がサービスの質の向上、

四が業務運営の効率化、五が公正性及び透明性の確保、この５つの基本理念が法律に定め

られているところでございます。 
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 ２ページをお開けいただきたいと思います。こうした理念の下で新しい組織作りの視点

ということで整理させていただきました。資料２ページの左側のオレンジ色の部分に３つ

整理しております。上からまず第１に国から委任・委託された事務を適正に執行するとい

う点。第２点目に、非公務員型の公法人に移行するメリットを活かすという点。第３に、

これまでの社会保険庁を巡る諸問題の背景となった組織構造を一掃するという、以上３点

でございます。 

 この３点目につきましては、そこの枠の下に書いてございます。点線で囲い込んでおり

ますけれども、去る10月末に発表されました年金記録問題検証委員会の報告書におきまし

て、いわゆる三層構造に伴う問題、あるいは社会保険庁の組織のガバナンスの問題、厚生

労働省も関連した人事政策や人材育成の問題、全国統一的な業務処理の視点等が指摘され

たものでございます。 

 これら３つのオレンジのところの視点を踏まえまして、今度は右にございますように、

青でございますけれども、まず組織につきましては４つほど整理しております。１つ目に、

中央からのガバナンスの強化。２つ目にＩＴガバナンスの強化。監査機能の強化、厚生労

働大臣の監督。４つ目に国民の意見を反映する仕組み。 

 人材というところのくくりといたしまして、固定的な三層構造の一掃という観点。広域

人事。能力・実績本位の人事・給与体系。計画的な人材育成。意欲と能力のある職員の採

用。以上を私どもの新しい組織作りの視点ということで押さえさせていただいております。 

 ３ページをご覧いただきますと、中央からのガバナンスの強化あるいは本部機能の強化

ということでございます。まず新しい組織の作りの大きな姿につきましては、３ページに

ありますとおり、中央からのガバナンスの強化ということのために、これまでの社会保険

庁では、左の青で書いてございますけれども、本庁の職員が少なかった。したがいまして、

多くの問題に対応する管理能力が十分に働いていないという問題がございました。新しい

組織では、右側半分でございますが、本部を大きな組織といたしまして、その機能を強化

するという考え方を持っております。 

 一方で、中間の従来でいいますと社会保険事務局という組織が現在ございますけれども、

これは都道府県単位ということで、合わせますと職員数も多く、また各県における事務所

指導も統一的ではなかったということで、この反省を踏まえまして、新組織ではブロック

単位、全国で９つ程度のブロック単位といたしまして、本庁部門に比べ中間管理部門をス

リム化するという考え方でございます。 

 それから最前線の現場の年金事務所でございますけれども、事務処理につきましてはブ

ロックを９つを目途に集約いたしまして、事務所といたしましては事業所調査、強制徴収、

年金相談など、いわゆる対人業務に集中するという組織についての大きな姿というものを

目指しております。 

 次に４ページのブロック本部の役割ということでご説明させていただきます。３ページ

で中間組織として、現行の都道府県別の組織に代えましてブロック本部というものを入れ
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ております。したがいまして、機構としては本部、ブロック本部、年金事務所という３段

階を予定しております。 

 このブロック本部には大きく２つの機能を持たせることを考えております。まず、１つ

目ですけれども、本部からの組織管理あるいは業務管理を管下、全国で312ございますが、

年金事務所に徹底浸透させる機能、これが１つ目でございます。 

 ２つ目にブロック単位におきまして業務を可能な限り集約処理する。そういう集約事務

センターの機能、この絵で申しますと図の右半分の真ん中辺り、ブロック本部の欄に集約

事務センターというのがございます。この２つの機能を考えております。 

 したがいまして、全国統一の効率的・効果的で正確な業務フローを企画するのは、この

図の中で本部の役割です。一方、それを実施し、末端の年金事務所まで徹底するのはブロ

ック本部の役割ということで整理させていただいております。 

 このブロック本部の職員は幹部職員をはじめとして頻繁に管内の現地にも赴きまして、

きっちりした現場業務の管理支援をしていくことが期待されます。言い換えれば、各事務

所の所長などの管理職の顔、あるいはそれぞれの地域特性、進捗状況を頭に浮かべること

ができるような、そういう管理スパンを想定して、全国をブロックに区分をして管理して

いく必要がございます。 

 ちなみに１つのブロックで最も所管の事務所数が多いところでは、南関東ブロックを想

定しておりますが52事務所、一番小さいところで15事務所程度ということで管理スパンを

想定しております。 

 また、このブロックの集約事務センターにつきましては、現在でも届書あるいは請求書

の処理などにつきまして都道府県単位で集約化によります効率化を図っておりますが、こ

れを平成23年のシステム刷新が行われたあとに、さらに都道府県単位からブロック単位に

集約するものでございます。 

 先般、こちらの委員の皆さんにおかれましては、東京の事務センターをご覧いただきま

したが、これは今後、集約化を進める業務の一部分ということでございまして、さらにブ

ロック単位で膨大な業務量を効率的にこなしていくということでございますが、全国で一

つというわけには場所などの問題もございまして、効率化を追求すべくブロック単位に設

けるという考え方を持っております。 

 次に５ページをお開けいただきます。国民の意見を反映する仕組みについて整理をさせ

ていただきました。最初に１ページでご説明しました基本理念という中にもございました

ように、国民の意見の反映ということにつきましては、新しい組織で様々なチャンネルを

通じ、被保険者、事業主、年金受給者といった方々の意見を聞く。この５ページの左の点

線囲いに法律上を書いてございますが、そういったご意見を機構の業務運営に反映してい

きたいと考えております。 

 また、この機構におきましては、理事が理事会での合議によりまして法人としての意思

決定を行うということでございます。この理事の中には各部門を統率していただく常勤の
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理事の他に、社外取締役のような存在として非常勤理事にも加わっていただくということ

から、外部の目を入れながら法人としての意思決定を行っていく。そういうことに外部か

ら参画していただきたいと考えております。 

 また、先ほど申し上げましたように、法律上も被保険者等の意見の反映が求められてお

りまして、これまで同様、運営評議会といった組織を設置いたしまして、被保険者あるい

は事業主と各方面からのご意見を頂戴しながら業務運営に当たっていきたいと考えており

ます。 

 それから、上の方に戻りますけれども、機構の業務運営につきましては、厚生労働大臣

が３年～５年のスパンでございますが中期目標を定め、そのレビューといたしまして実績

評価を行うということになっておりますが、法律上これらにつきまして社会保障審議会、

有識者を委員とします審議会に諮問するということとなっております。 

 こういう仕組みと併せまして、右の下に書いてございますように引き続きホームページ、

あるいは現場窓口に寄せられるお客様の声を踏まえて新しい組織の業務運営を行ってまい

りたいと考えております。 

 次に６ページをお開きいただきたいと思います。ＩＴガバナンスの強化ということで整

理させていただきました。社会保険のオンラインシステムにつきましては、厚生労働省と

日本年金機構の責任分担の関係を明確にするということが特に重要と考えております。公

的年金の管理運営責任を担います国、厚生労働省は、これは国の責任としてこのシステム

の、下の方に書いてございますが、保有・契約の主体となるということですから、そのシ

ステムの開発からシステムの監査に至るまでの統括管理を行うという立場にあると考えて

おります。 

 他方、右側、日本年金機構は日々このシステムを使用し実務を行うという立場でござい

ます。システムの運営はもちろんのこと、システムの開発、管理の実務、例えば業務改善

のためのシステムの企画あるいは開発業者の具体的な管理につきましても、新しい機構が

主体的な役割を果たしていくという形にしてまいりたいと考えております。 

 その上で、厚生労働省と日本年金機構が、それぞれの役割分担の下で密接に連携してい

くための仕組みといたしまして、中ほどにございますシステム開発委員会というものを設

置いたしまして、この場におきまして、予算要求あるいは基本計画、実施計画の策定に当

たりまして、両者が参画をいたしまして、協議の上決定するという仕組みを考えておりま

す。 

 また、こういったことを適切に行うための体制といたしまして、資料６ページの真ん中

ほどに薄い青で書いてございますが、厚生労働省におきましては大臣官房長をＣＩＯ、下

に書いてございますがChief Information Officer、情報化統括責任者としつつ、外部の

専門家でございますＣＩＯ補佐官を置きまして、また厚生労働省の年金事業管理部門には

システム担当の課室を置きます。 

 一方、日本年金機構におきましてはＣＩＯとして高度な専門家であるシステム担当理事
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を置く。これとともに機構本部に厚生労働省と同様にシステム担当部門を置くという体制

を考えております。 

 こういった部門を担う職員といたしまして、まず国の職員としてはシステムの開発が適

切に実施されているかどうかを評価・管理し、さらに監査する能力が必要でございますし、

また機構側におきましてもプロジェクト・マネジメント能力など、システム開発に係る専

門的な力が求められると考えておりまして、それぞれにふさわしい人材を確保していくこ

とが必要と考えております。 

 一番下の※の２つ目ですが、こういう人材確保のために、国と機構の間での人事交流な

ども、あるいは現場に国の職員が常駐するなど、密接な連携を図っていきたいと考えてお

ります。 

 次に７ページをお開きいただきます。監査機能の強化ということで整理をさせていただ

きました。日本年金機構におきましては、多重的、多角的監査によりまして監査機能を強

化することを考えております。左側の厚生労働省年金局が公的年金の管理運営責任に基づ

き監査をまず行います。外部の監査といたしまして、厚生労働大臣が選任いたします会計

監査法人も併せて会計監査を行います。 

 真ん中に日本年金機構の図がございます。この中では監事によります財務・業務の監査。

この監査監事２名につきましては外部から人材を登用したいと考えております。また、機

構組織のガバナンスという観点から内部監査として機構本部に監査部門を設けるというこ

とで、本部・ブロック本部・年金事務所に至るまでの業務等の監査を行うこととしており

ます。 

 さらに右側には会計検査院あるいは総務省の行政評価・監視ということもお受けをする

ということになっております。 

 この他、情報公開の取組あるいは国民の意見、内部・外部通報への対応を進めまして、

機構全体として透明性の高い業務運営を行ってまいりたいと考えております。 

 また、日本年金機構の左の正方形の箱がございます。これは現在の社会保険庁もござい

ますが、法令遵守、コンプライアンスの推進組織も併せて新機構にも設けたいと考えてお

ります。 

 次に８ページへお進みいただきます。ご批判を受けました固定的な三層構造の一掃と優

秀な人材の登用ということでございます。人材登用の考え方はこれまで、この図の左側が

社会保険庁でございますが、ご案内のとおり本省のⅠ種職員、本庁採用のⅡ種、Ⅲ種の職

員、地方採用のⅡ種、Ⅲ種の採用者ということで、固定的な三層構造となっており、各般

の問題が指摘されました。新しい日本年金機構におきましては、企画立案、業務管理を行

う人材につきまして優秀な人材を内外から登用したいと考えております。また、本部と地

方との人事交流といいますか、人事異動を推進いたします。こういったものは現在のよう

な、あるいは、これまでのような採用区分にとらわれずに企画立案、管理業務と、一方、

地域での最前線での現場での専門業務について、能力、適性に応じた適切な人材登用を行
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い、三層問題を一掃していきたいと考えております。 

 また先般の再生会議の中間整理でお示しいただきましたとおり、社会保険庁職員からの

採用だけでは得難い能力・経験を有する、そういった方につきまして、民間からの採用を

積極的に進めていきたいと考えております。 

 さらに組織全体といたしまして、図の下に整理しておりますが、正規職員の他、有期雇

用職員、パート職員あるいは外部委託ということで派遣、業務委託、個人委託、こういっ

たいろいろな形の人材の確保ということで、それぞれの制度の特性に合わせた活用を図っ

ていきたいと思っております。 

 厚生労働省との人事交流、これは当然のことながら天下り的なものではなく、制度立案

と管理運営責任を担います国、それと一連の事務を行います機構が密接な連携を図るため

に必要な若いころからの双方向の人事交流というものが必要と考えております。 

 ９ページに移っていただきます。メリハリの効いた人事・給与体系、広域人事などとい

う観点で整理させていただきました。これまでご説明していますとおり、人事・給与につ

きましては能力と実績に基づくメリハリの効いたものにしたい、こういった体系を導入し

たいと考えておりまして、内外から優秀な人材の確保、職員のインセンティブの向上を目

指したいと考えております。 

 資料の左側でございます。人事政策につきましては、固定的な人事、年功序列、横並び

を廃止しまして、能力・適性に応じた人事を実施する。また、実務に精通した将来の管理

職員、幹部の養成を図る。一方で専門分野のスペシャリストの養成も図る。 

 また、当然のことながら本部と地方、あるいは地方横断的な広域人事の実施。現在、そ

の緒についておりますが、組織としての一体感を醸成したいと考えております。 

 それから、民間の組織になりますので、高年齢者雇用安定法によります65歳までの雇用

延長も行い、必要な人材を確保したいと考えております。 

 資料の右側でございますが、今度は給与体系につきまして、人事と同様、年功序列的な

ものではなく、場合によっては降格、降給のある給与体系としたいと考えております。こ

ういったメリハリのある給与として人事評価に基づく査定幅を大きくいたしまして、モチ

ベーションを高めます。 

 なお、機構の事業運営費は全額国からの交付金という法律の位置付けでございます。全

体の給与の総額につきましては公務員と同程度の水準と見込まれますけれども、その配分

についてメリハリを大きくするということで、それぞれの職員の能力と努力に報いる仕組

みにしたいと考えております。 

 また、社会保険労務士や今後想定されます内部資格などを取得した職員につきましては

昇格・昇給を有利にするなど、自己研鑽のインセンティブも組み込んで人材育成につなげ

たいと考えております。さらに今後、いろいろな方策を進めていきたいと考えております。 

 最後に10ページの計画的な人材育成というところに移らせていただきます。組織の力を

最大限に発揮するということで、管理部門、現場それぞれを担うべき人材について、計画
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的な人材育成を図りたいと考えております。 

 まず企画立案、業務管理を担う人材ということで、将来の幹部職員含みの人につきまし

ては、本部、ブロック本部、事務所を全国転勤しながら組織管理・業務管理、現場、いろ

いろな業務を経験させまして、企画能力・管理能力を育成していきたいと考えております。 

 一方で、重要な要素として地域の最前線で専門業務を担う人材、これにつきましても、

幅広い業務に従事させた上で適用・調査、保険料徴収、年金給付といった各分野のエキス

パートとしての業務を担う熟達者として育成をしていきたいと考えております。 

 先ほどもご説明しましたように、それぞれの人材につきまして採用区分による固定化を

防ぎ、能力・適性に応じまして、配置転換、人材登用を積極的に進めてまいりたいと考え

ております。 

 また、実際に業務を担当させることに加えまして、各種の研修、現在は社会保険大学校

で行っておりますけれども、各種研修を充実、活用することによりまして効果的な人材を

育成していきたい、育成を図ってまいりたいと考えております。 

 11ページ、12ページでございますが、今般の社会保険庁廃止、あるいは新しい組織の設

立につきまして、その全体像につきまして分かりやすい資料ということで添付をさせてい

ただいております。以上が資料１のご説明でございます。 

 次に資料３へお移りいただきます。残り５分ほどで「組織・人員」に関する参考資料と

いうことでご説明させていただきます。 

 まず資料３をお開きいただきまして、この１ページから６ページのところでございます。

ここは社会保険庁の現時点におきます職員人事などについて整理をしたものでございます。

それぞれ採用と離職の状況あるいは社会保険庁における昇格の状況、あるいは３ページ以

降になりますと、平成19年度を例にとりました人事に関する基本方針、それから６ページ

にわたりまして、社会保険庁の職員研修ということで、やや細かめでございますけれども

資料を整理させていただきました。時間の関係で説明は省略いたしますが、後ほどご高覧

を賜りたいと考えております。 

 次に資料７ページから10ページにわたりまして、これはこれまでの会議におきましても

ご質問などございました平成15年度と18年度の社会保険庁におきます業務量の積算結果の

比較ということで、９月５日と19日のヒアリングの資料として出させていただいたものに

つきまして、更に資料などのご要望もございましたので、調査の集計がその後できました

ので整理をして、岩瀬委員からご要望のあった点でございます。整理させていただきまし

た。 

 このうち７ページでございます。これは業務内容別の業務量、これは年金分のみでござ

います。15年度と18年度の、縦にいきまして本庁、事務局、各事務所、各部門の業務量を

比較したものでございます。後ほどお読みいただきたいと考えております。 

 次の８ページでございます。これも人事配置の地域間格差です。正規職員の多いところ、

謝金職員の多いところ、そういうものの格差を是正するということで取り組んでおります
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が、８ページにおきましては平成15年度と18年度の対比ということで再整理をさせていた

だきました。 

 資料の中、平成15年度の方は15年度の業務量調査結果に基づきまして±520人の増減を

平成17年度から19年度の３か年で実施してきたものでございます。各県ごとにそれぞれ是

正されていく要素を整理させていただきました。 

 新しい今般平成18年度の業務量積算の結果で改めて比較しますと、現在、合計240人程

度のプラスマイナスがなお必要ということになっております。マイナスの年、業務量に影

響する様々な事象等ございまして、地域間格差をゼロにすることは実際取り組んでみて容

易なことではございませんが、全体的には事務局間の差は縮小していると認識しておりま

して、一定程度この格差是正の効果も上がっているのではないかと考えております。 

 今後、さらに機構の発足に向けまして、できるだけ地域間格差が小さくなった状態を目

指していきたいと考えております。 

 ９ページ、10ページは今ほど申し上げました資料の業務量の積算の方法ということで、

ご参考までに出させていただきました。 

 11ページから13ページは、これもご質問がございましたが、日本年金機構におきます改

善努力のインセンティブは何かということでございます。10月16日の会議でご質問を頂戴

しました。八田委員から指摘を頂戴しております。簡単にご説明させていただきたいと考

えております。 

 ご案内のとおり、日本年金機構におきましては、一番上の箱に書いてございますように、

公的年金事業の意義を自覚し、強い責任感を持って国民の信頼に応えることを職員の服務

の本旨としております。私どもとしては、これがとりもなおさず、携わる職員のモチベー

ションであると考えておりますが、さらにメリハリの効いた人事などによりまして、効率

化と改善努力について職員のインセンティブを更に高めるということにしたいと考えてお

ります。 

 こうした効率化の努力が報われる仕組みといたしまして、先般、ご質問がございました

が、例えば独立行政法人のように毎年度余った交付金を別の使途に充当するということ、

あるいは職員給与に上乗せをするということが考えられますけれども、日本年金機構に対

します交付金は、これは法律上、国が必要な金額を交付し、剰余金が生じた場合には、こ

れを国に返還するということになっておりますので、ご指摘はいただきましたけれども、

仕組みとしては難しい面があるのではないかと考えております。 

 この下の部分で交付金の性格につきまして、新しい機構とこれまでの独立行政法人を比

較しております。後ほどご参照いただきたいと考えております。 

 さらに12ページ、13ページはこの関連の条文を整理させていただいたものでございます。 

 先を急がせていただきます。15ページ～18ページ、これは年金記録問題の対応策という

ことで、これは現在、岩瀬委員もお加わりの監視等委員会でもいろいろな形でご報告をさ

せていただいております。ご案内のとおり７月５日の政府・与党連絡協議会に取りまとめ、
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あるいはその後に発表いたしました工程表に従いまして5,000万件の記録の名寄せ、ある

いはすべての方への加入履歴のお知らせをはじめといたしまして、各般の対応を着実に進

めているところでございます。参考として資料を上げさせていただきました。時間の関係

でご説明はいたしませんが、後ほど、ご質問をいただければ説明をさせていただきたいと

考えております。 

 一番最後、19、20ページは現状の組織ということで、これもご参照いただきたいと思い

ます。 

 駆け足になりましたが、以上で資料の説明を終わらせていただきます。 

○本田座長 ありがとうございました。ご質問などありましたら、よろしくお願いします。 

 斎藤委員。 

○斎藤委員 ご説明いただいた各所に「優秀な人材を確保する」という言葉がございまし

た。優秀な人材を採りたいという気持ちはよく分かりますが、どうやって採るかというの

が一番難しい問題だと思うのですけれども、それに関しては何かご検討なさっているので

しょうか。 

 例えばＩＴですと、普通のエンジニアでも年収2,000万、3,000万というのはすぐにかか

ってしまいます。ＣＩＯとなるとさらに大きな金額を払わざるを得ない。そうしないとい

い人材が来ないと思うのですけれども、全体のパイが決まっていて、それで配分するとい

うことになると、優秀な人材を確保しようとすればするほど給料が下がる人が増えるのだ

ろうと思います。そうするとモチベーションは大変下がるだろうと思うのですが、その辺

り、非常に難しい問題だと思いますが何かご検討なさっているのか。あるいは、それに対

してどういうことをしようと考えていらっしゃるのか、教えていただければと思います。 

○吉岡社会保険庁総務部長 まだ確立された機構に向けてのリクルート対策といいますか、

人材確保対策はまだございませんので、これは私見ということでご了解いただきたいと思

います。従来、年金を中心に社会保険庁の歴史だけをとっても40年にもわたっておりまし

た。こういう仕事の位置付けというものが、今まで必ずしも国民に明らかになっていなか

った。我々が自負するに、振り返って大変大事な仕事をやらせていただいた。しかし、残

念ながら、そのパフォーマンスは悪かったし、大変なご指摘もいただきました。私はこの

社会保険の業務というのは国民の生活の、将来の高齢期だけではなくて障害を受けた、そ

ういうときの生活を支えるインフラという位置付けでも大変大事な仕事でございますし、

まずはそういう大事な仕事だということをもう１回改めて、今回の組織の改正の節目でき

ちっと国民の皆さん、特に若い方にＰＲしていって、それに手を挙げていただく方をでき

るだけ多く募りたいと思っております。 

 給与などの条件でいけば厳しい、公務員並みですから、おっしゃっているように特にス

ペシャリストということでなかなか人を得難い面もございます。ただ、私どもは社会保険

庁改革に着手して３年間の間に必ずしも良い条件でない形でも民間の方々に協力をいただ

いているという自信を得るようなところもございますので、そういうことの延長上で、そ
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れぞれの能力を生かして、国民のためになる、しかも大変大事な仕事ですし、またプラス

面だけを取り上げるわけではございませんが、民間化されて、そこで思う存分力を発揮し

ていただけることを大いにＰＲすることがまず大事ではないかと思っております。 

 また良い方法があれば、是非お知恵を頂戴したいと考えております。 

○本田座長 野村委員。 

○野村委員 ご説明ありがとうございました。お伺いしたいことがあります。この資料１

の７ページのところ、監査機能の強化、広い意味でのガバナンスの強化にもなるのかと思

いますけれども、この中でコンプライアンス推進組織というのが記載されております。現

在もあるものが今後も引き続きというご説明だったかと思うのですが、今般、いろいろな

検証の中でも横領の問題などが社会問題にもなりましたので、この辺りのところの充実は

国民にとっても関心の高いところだと思うのですが、今ある組織が一体どういうもので、

それをそのまま移行させていくのか、あるいは充実させていくお考えがあるのか、この辺

りのことを教えていただけますでしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 村瀬前長官の就任早々、社会保険庁法令遵守委員会というも

のを設置いたしました。これはまず本庁に、これは私の職でございます総務部長を委員長

として各管理職が構成するということで、職員による組織という位置付けになっておりま

す。それから少し遅れまして、各社会保険事務局におきましても同様に事務局の幹部がこ

ういう法令遵守の委員会を作って、考え方を職員に広めるということでございます。 

 ただ、昨年の大変大きな不祥事でございました国民年金の不正免除などございましたが、

その中で民間の会社におかれましても、いろいろな形でご苦労されて、コンプライアンス

の問題に取り組まれている。ただ、今、食品表示の問題などございますけれども。どうい

う形で取り組むかについてはいろいろなご意見をお持ちの方にも幅広く意見を聞く必要が

あると思っておりますし、今現在の中でも民間の取組を折に触れ吸収しております。そこ

は効果が発揮できるような、必ずしも現在の仕組みの建前にこだわることなく考えてまい

りたいと考えております。 

○野村委員 あまり時間がないところを恐縮ですが、今、一般的に民間では、そういった

委員会はもちろんボードの下に外部の方を入れて知見を求めるというようなものもござい

ます。さらに内部告発の受け皿をしっかりとそこにおいて、更には外部にも弁護士事務所

などを使って通報の窓口を設けたりしています。内部にも会社との利害関係のない弁護士

などをコンプライアンスの対応者として配置して、そしてその受け付けをする。その調査

などを行う。これはかなり一般的になってきていますし、更に充実もいろいろ行われてい

るということだと思います。 

 あるいは研修などもかなりいろいろなことが行われています。相当程度やっていただく

ことの可能性が民間になりますとまだあるかなと思いますので、ご検討いただければと思

います。 

 ちなみに役所のほうでも、中央省庁の中でも、私もちょっと関わっておりますけれども
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金融庁や総務省には既にコンプライアンス対応室というのがあって、法令等遵守調査室と

呼んでおりますけれども、私はそこの室長をさせていただいておりますが、現にそこでか

なりの件数の内部告発があり、それに対する調査なども行わせていただいております。そ

れは日常の業務を改善するという趣旨で設けられていますので、他人の告げ口をするとい

うのでなくて、仕事の仕方を改善してほしいという要望に対して実態調査をして提言をし、

これまでもずいぶん改革が行われてきております。こういったような組織は今の公務員の

中でも既に行われていることですので、是非モデルとなるようなケースを作っていただき

たいと思います。 

○吉岡社会保険庁総務部長 よく研究させていただきたいと思います。 

○坂野社会保険庁長官 今のお話は誠に有益なご意見でございますし、ごもっともなご意

見だと思っております。コンプライアンスの体制については２つの次元に分けて考える必

要があると思っています。１つは、新機構においていかに充実したコンプライアンスの体

制を作るか。これはこの委員会のご意見を踏まえ、設立委員会において具体的な内部組織

のご検討の中でお考えをいただくことで、当然、重要な課題の１つになると思っておりま

すし、この会議でいろいろ出たご意見なども十分参考にして、今後、設立委員会などでご

検討される、またそうあるべきものだと考えております。 

 次に現在の社会保険庁においてコンプライアンスの体制が十分かという点については、

ただいまご指摘のような点、私は課題としてあることは十分認識させていただいておりま

す。私も着任して以来、コンプライアンスの体制をもう少し充実したものにできないかと

いうことで、今内部に検討を指示いたしております。ただいまご指摘のあったような、現

在は内部の職員だけで構成しておりますコンプライアンス委員会に部外の方にご参加いた

だく。 

 例えば私どもでは顧問弁護士さんをお願いしてございます。そういう方に委員会にご参

加いただくことも１つの方法ではないか。これは可能性でございますが、今１つのアイデ

アとして議論もさせていただいております。 

 外部通報の窓口でございますが、現在、内部通報、外部通報、と私どもは分けて仕組み

を説明しておりますけれども、いずれも内部の職員が受ける。外部通報というのは外部の

方から受ける。内部通報というのは職員の方から受けるという仕分けをしているというこ

とでございます。これは本来外部というのは受ける窓口が外部にあって、かつ職員からそ

の外部に通報を受けるというのが本来の姿であろうと考えております。これについてもす

ぐにできるかどうか分かりませんけれども、私は検討課題の１つだと実は考えております。

ただ、その場合にいろいろな工夫をしなければいけないと思っております。例えば外部の

窓口で匿名で受けることが適当かどうかという問題はあるかと思っております。外部の場

合ははっきり誰かということを明らかにした通報を受けることを原則にするということも

１つのやり方かと思っております。そんな工夫もしながら、これはちょっと時間がかかる

かもしれませんけれども、検討させていただきたいと考えております。 
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○本田座長 岩瀬委員。 

○岩瀬委員 資料１の２ページ目の文言についてお聞きしたいのですが、非公務員型とあ

りますが、非公務員型というのはどういう定義をされているのかということと、非公務員

型の公法人としたメリットとはどういうイメージなのかを教えていただけませんか。これ

は民間企業準拠と同義語と考えていいのかどうかですけれども。 

○高橋社会保険庁企画室長 企画室長の高橋でございます。 

 非公務員というのは国家公務員法ですとか地方公務員法ですとか、公務員法が適用され

ない。したがって労働基準法、労働組合法、労働法制の中での位置付けであるという意味

で非公務員と言っております。したがいまして、採用の仕組みですとか、あるいは免職の

仕組みなどが公務員法と違いまして民間並みにできる、こういうことで非公務員。 

 法人組織が民間かというと、これは国でないという意味では、法人でありますが、国か

らの特別な、大臣からの任命を受けるですとか、国からの関係を受けますので、公法人と

しておりますが、職員は非公務員です。 

○岩瀬委員 ということは幹部のいろいろな責任、不作為責任、そういうのを追及する仕

組みを作るということですか。 

 それと職員の年金ですが、共済年金を脱退して厚生年金に入るのかどうかというのもつ

いでに教えていただけませんか。 

○高橋社会保険庁企画室長 職員は非公務員ですので厚生年金、健康保険の加入となり、

共済組合の適用はございません。役員の責任につきましては、日本年金機構法にかなり書

いてございまして、問題がある場合には大臣が罷免できるですとか、そういう規定を設け

てございます。 

○岩瀬委員 運営規則などでもう少し詳しく責任と業務というものを書き込むことは今の

段階ではお考えではないですか。 

○高橋社会保険庁企画室長 日本年金機構法上、役職員の服務規程を設けて大臣に届ける

という仕組みがございます。そういう中でどういうような服務のルールになるか、こうい

うことになるかと思います。 

○岩瀬委員 ということはいずれ服務のルールが作られて、それは当会議に提出されると

いうことですか。 

○高橋社会保険庁企画室長 設立委員会が設けられまして、その中で検討されていくとい

うような、もう少し当会議でご議論をいただいた後、基本計画を政府として定めまして、

それに基づきまして大臣の命ずる設立委員会が設立準備を進める中でそういう点を検討し

ていくことになるかと思います。 

○岩瀬委員 わかりました。 

 もう１つ、資料１の５ページですが、運営評議会についての説明の中で、被保険者、事

業主、受給権者、その他関係者の意見を反映させるということを書いていますが、運営評

議会のメンバーというのは、こういう人たちではなくて、こういう人たちから意見を聞い
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て、それを参考にするという意味なのでしょうか。それともこういう人たちをメンバーに

入れるかどうかということを教えていただけませんか。 

 それと、参考の日本年金機構法の中で必要な措置を講じなければならないというように、

意見を聞いた上で。これは具体的にどういう措置をお考えなのか教えていただけませんか。 

○高橋社会保険庁企画室長 ５ページの左下の28条、日本年金機構法です。「被保険者、

事業主、年金給付の受給権者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置」、こ

の意味でございますけれども、被保険者を代表するような立場とか、事業主を代表するよ

うな立場、例えば経済団体ですとか労働団体ですとか、そういう方々の代表と言え得る方

にメンバーになっていただいて、これは現在の社会保険庁は運営評議会がございます。経

済団体、労働団体にお入りいただいてご議論いただいています。そのようなことを想定し

ています。 

 必要な措置につきましては、特例によりまして事業運営、事業計画でございますとか、

予算でございますとか、事業の方法諸々意見を受けて見直していく、こういうことでござ

います。 

○岩瀬委員 年金に関する利害関係者を入れてメンバーを構成するということでいいわけ

ですね。 

○本田座長 現在もあるのでしょう、そういう方々が入った運営評議会は。 

○高橋社会保険庁企画室長 はい。 

○本田座長 28条を具現化するのはこの運営評議会ですと考えるのでしょう。 

○高橋社会保険庁企画室長 はい。 

○野村委員 何度も恐縮でございます。今度は人事政策のことをお伺いしたいのですけれ

ど、一番最初のところにも挙がっておりましたし、２ページにも挙がっていましたし、９

ページのところにも出ているんですが、広域人事という言葉をお使いになっておられるん

ですが、現在、私が承知している限りでは、今の社会保険事務所にお勤めになっておられ

る職員の方々というのは県単位での異動はありますけれども、そこの県を１つの単位と考

えておられて、その中が自分たちの職場だという、非常にそういう感覚が強いと思うんで

すけれども、今後は例えば転勤などを命じられるというのも、例えばブロック単位ぐらい

で転勤を命ずるというようなイメージなのでしょうか。 

 考え方によっては、よくは分かりませんが、働いておられる方は今の状況が非常にいい

と思っておられる方も結構いて、自分はこの地域で採用されて地域に留まりたいと思って

おられる方はかなり多いと思うのですけれども、そこに対して、例えば仮に比較的広い範

囲での人事異動を命ずるということをお考えになるとすれば、そこに何のメリットを見い

だしておられるのか。あるいは、そこまではやらないという方針なのか教えていただけま

すでしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 まず、現在の社会保険庁におきます広域異動をどのようにや

っているかと申し上げますと、具体的には平成17年度辺りから、特に当時の長官に積極的
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に力を入れていただきまして、長く地方事務官制度が続きまして、今、委員がおっしゃっ

たように、自分はここだけの職員だというイメージが強かったわけですが、いろいろな形

で、例えば私は東京の事務局におりまして、東京の職員に対して他県で働いてみる気はあ

るかどうかという意向調査をしますと、同じ社会保険業務をどのようにやっているか大変

関心があるという職員も多うございました。私ども人事当局が思っているよりはわりとい

ろいろなところで働きたい。むしろちょっと違った空気を吸いたいという職員側の希望も

ございます。 

 一方、それが何のメリットにつながるかといいますと、まだ完璧に全国津々浦々同じ業

務形態となっておりません、残念ながら。いろいろなその土地土地の仕事がある中で、と

いうところに整理をしていく。マニュアルの整理をしておりますが、そのマニュアルの検

討に当たってもいろいろな具体的な事務の進め方、甲乙を比較してやっていくということ

で、今年度でいいますと、所長クラスも含めて、今現在100人ぐらい動いています。 

 広域といいますのは少なくともブロックの中で県をまたがって異動していただくという

ことで、管理職を中心に所長だけでも100人規模で出身県でないところで所長をしていた

だいているということで、いろいろプラスの評価を職員自身からも聞いているところでご

ざいます。機構におきましては全国組織ですから、当然更に拡大していきたいと考えてお

ります。 

○本田座長 岩瀬委員。 

○岩瀬委員 資料１の７についてお聞きしたいのですけれども、この中で監事２名は外部

人材を想定とさっきご説明いただきました。この２名というのは大体どういう方たちにな

るのでしょうか。例えば厚生労働省ＯＢとか社会保険庁ＯＢも外部であれば、それは外部

人材となるのですか。 

○高橋社会保険庁企画室長 まさに外部人材でございますのでＯＢではなくて、民間企業

の方でございますとか、企業の監査をご経験なさった方でございますとか、法律関係の方

等々を想定しております。 

○八田委員 ３ページのブロック本部にすることですが、これの目的が事務処理を集約化

するということですが、例えばこれはコンピュータのキャパシティの大きいものを作って、

９つだけで済ませるようにする、そういうことが入っているわけでしょうか。事務処理の

集約化ということは。 

○吉岡社会保険庁総務部長 そういう趣旨でございます。今ご指摘の点も含めた事務の集

約化でございます。 

○八田委員 そうすると、左側に書いてある事務所指導が統一的ではないということで、

ブロックごとに統一しようということですね。 

○吉岡社会保険庁総務部長 そうですね、はい。 

○八田委員 とすれば、どうせならこれ全部１つにしてしまえば一番集約化できるのでは

ないか。今、福岡から鹿児島に行くのも、東京から鹿児島に行くのもそう変わらないよう
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に思うのです。福岡担当も鹿児島担当も東京本部に統一しておくことによるこういう事務

処理の集約化、例えば中間管理部門のスリム化の効果ははるかに大きいのではないかと思

いますが。 

○吉岡社会保険庁総務部長 お答え申し上げます。この間、ＴＦＴというところの東京事

務局へ行かれたかと思いますが、とにかくいろいろ入力とかあるいは発送業務を集約する

にしても、それの基になる膨大な量の何百万というものが集まるわけでございます。その

移動も、もちろん今、委員がおっしゃったみたいに究極の姿として１本にするという考え

方はありますけれども、適度なスパンで管理をしていくということ。１か所といいますと、

本当に広いスペースが必要でございますので、そういうスペースの確保という観点からも、

また管理スパンの問題からも他の国の組織あるいは民間の組織を見る程度に、１万人を超

えるような組織であれば９つぐらいのブロックに分けてやるほうが効率的ではないかと私

どもは考えております。 

 ブロックという集合体は１つは集約のこともございまして、当然、人事管理、業務管理

と、その下に抱える事務所の管理ということも含めまして、そういう中間的なところが傘

下の事務所の管理もありますし、また傘下の事務の集約化ということで、そこで適度な規

模のところで責任を持って仕事をやる。 

 今、委員お尋ねのところは非常に定型化された業務の集約ということだと思いますが、

当然、それ以外に人事管理、業務管理という面もございますので、そういうことを考えれ

ば９つの程度のブロックに分けてやるのがむしろ効果的ではないかと考えております。 

○八田委員 土地のことが問題になれば、例えば……。 

○本田座長 今、八田委員がおっしゃったのは中間組織が要るのかなという基本的な問題

もあると思います。事務集約センターというか、１か所でもいいではないかという発想も

あると思います。その中で中間管理組織が要るのか要らないのか。そのときに今の人事の

問題やら、それをどうやっていくか。そういう感じでお答えいただいたほうが分かりやす

いのでは。 

○吉岡社会保険庁総務部長 失礼いたしました。今、座長からご指摘の４ページに、先ほ

どご説明は省略しましたけれども、本部、ブロック本部、年金事務所ということで、この

年金事務所は現在312か所あります。現在、47事務局を通じて管理しておりますが、それ

だけ多く作りますと、そこに人手が行ってしまうということで、適度な管理スパンの範囲

内で、こうした各現場をきちっと押さえるということが大切ではないかと思っております

し、やはり一定の頻度で事務所を回らなければ、顧客というかお客様の動向とかそういう

ものをリアルタイムで把握するのはなかなか難しかろうと思っておりますので、まず業務

あるいは人事管理の考え方から他の国の組織あるいは民間の組織も参考にいたしまして、

９つ程度の管理スパンをブロックに分けまして、それぞれのブロックの中できちっと責任

のある業務管理をやっていただく。 

 それに合わせまして事務の集約につきましても、そういうブロック局、これは当然どう
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いう事務を集約するかについても日々、事務所との連絡が必要でございますので、一層効

果的な集約化を図るためにも、こうしたブロック単位での管理が効果的ではないかと考え

ております。 

○石井社会保険庁運営部長 私の方から補足させていただいてよろしいでしょうか。運営

部の所掌を若干超える面もありますが、こういう形で組むに当たって、２年以上社会保険

庁の中にいて議論に加わったということがございますので、そういう立場から申し上げま

すと、実はこのブロック組織をどういう役割を担うものとして位置づけるか。これは実は

部内で相当議論がございました。おっしゃるとおり、312にわたる事務所の中の例えば定

型的な業務、これを端的に吸い上げて、そして効率的な処理をする。そういう場というこ

とで構想する。そういう機能を持つのだと単機能的に構想すれば、更なる数の集約という

のは可能なのだろうと思うのです。 

 ただ、私どもが行ってきた議論のもう１つのポイントは社会保険庁の課題とされており

ますガバナンス、特に本庁としてはガバナンスを是非とも活かしたいということで、不十

分だったかもしれませんが、これまでもいろいろな形でそのようにやってきたつもりでご

ざいますが、ただそういう中にあって、十分に目が行き届きませんで、もちろん三層構造

の問題なども絡みまして、例えば312の事務所の末端まで本庁が目を光らせる、それを統

括するということはなかなか困難だったわけでございます。 

 事務局という存在があったわけですけれども、これも構造的には三層構造の話で出てお

りますように、どちらかというと、各県のいわばいろいろな事情を集約して、どちらかと

いえば、本庁に対峙する形で調整を図る。そういう機能をやや多く持っていて、むしろ管

下の事務所を本庁の視点に立って指導するという面が非常に弱かったわけでございます。

ここのところが非常に問題だ。これは要するに本庁サイドからすると、事務局、事務所、

これはセットでガバナンスを効かせなければいけないということで事務局のガバナンス強

化、場合によっては事務局そのものを本庁の有するガバナンスの担い手として位置付けら

れないか、こういう議論をしたのですが、行政の広域化という時代でもございますし、人

事の在り方ということでも広域の展開が求められていますので、そこは他の省庁における

ブロック単位での組織の設定というのに倣って、置き方としてはブロックに１個という形

にし、そして、我々の意識としては業務の集約化ということで効率を追求すると同時に、

それと両立する形で、むしろ本庁のガバナンス機能を担う、第一線に近い組織という位置

付けで据えよう、こういう発想をしたわけでございます。 

 そういう意味で、本庁１本で管理する場合には、全国312の事務所のパフォーマンスを

全部フォローしなくてはいけない。もちろんこういう時代ですから、やってやれないこと

はないのかもしれませんが、相当な困難が伴う。けれども９つのブロックで、それぞれが

担当するエリアの中の例えば事務所だとか、そういうところの例えば職員の働きぶりだと

か、あるいはモラルの状態だとか、その他様々な問題についてより細かに目を光らせても

らうような、そういう位置づけでいければ、本庁１本よりもはるかにきめの細かな管理が
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できるのではないか。そういうような経緯があって、こういう位置付けにした、２つの機

能を担っているということでございます。 

○八田委員 先ほど吉岡部長がおっしゃった事務所に目を光らせなければいけないという

ことだと、元々の県単位が一番目を光らせるのにいいと思います。それから、今おっしゃ

った本庁の意向をもっと反映させたいというのは、要するに人事ローテーションの問題で、

事務局に対して本庁の人をどんどんグルグル回して入れていく、あるいは、事務局から本

庁に出向させるということで解決できます。単一にすることに比べてのブロック単位にす

ることの積極的な位置付けでないように思うのです。 

 私が言っているのは、ブロック単位にして、それを全部１か所にまとめるということで

すから、当然、中で北海道課とか九州課とかあって全然構わないのですね。 

 それに対して吉岡部長がおっしゃったのは場所がないのですよということです。アメリ

カだったらSocial Security Administrationはワシントンの真ん中から外してボルティモ

アにあります。しかも、ボルティモアの外れにありますね。日本だと例えば福岡に持って

いく、札幌に持っていく、全部、前もって本庁から持っていくということにすれば場所は

いくらでもあるし、事務処理を集約化するのは非常に効率的にできるのではないかと思う

のですけれども。 

○本田座長 今、八田委員がおっしゃったことですが、ブロックというようなことでなく

て機能を分けて考えられたらいかがかとおっしゃっているのだと思います。 

 その中で、特に集約事務センターなんていうのは、まさに効率化をどう考えていくかと

いう問題なのです。これは管理だとかいう問題ではありませんから。集約化というのは、

スタートのときは９カ所云々かもしれませんけれども、将来的なことを考えれば、そんな

のは１つでいいではないかということもあり得ると。これは私は集約化できると考える。 

 もう一つは、やはり効率化とガバナンスというもののバランスをどう図っていくかとい

うことだと思うのですけれども、普通の我々の組織でいきますと、どちらかというと、ガ

バナンスを効かせるのは第一線と本社機能なのです。真ん中にあるとすれば、強いて言え

ばサービス機能なのです。人事というのは、ある意味では、広域でやるとなると本庁で１

万人以上を見るとなって、それぞれ個別は分かりませんよね。そういうときにある程度ブ

ロックで。これはある意味では、第一線をよく見ながら、どうやって一体感を作っていく

かということで、サービス機能なのです。 

 それともう一つ、この表で行きますと、監査スタッフというのを書いておられますね。

これもある意味ではサービスでもあるし、一体感といいますか、先ほどのコンプライアン

スにもなるしということになります。その中で、果たして現場業務の管理支援というのを

中間管理職として持たなければならないのかどうかということも考えなければいけないと

思うのです。 

 だから、絵を描くとこういうことかもしれませんから、今、八田委員がおっしゃったの

は、そういうことを区分けしてみて、もうちょっといろいろと勉強されたらどうかという
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ことでお考えいただければいいのかなと思います。 

 どうぞ。 

○坂野社会保険庁長官 もう少し私ども、今のご議論を受けて整理をして、必要があれば

資料としてお出ししたいと思っております。 

 今日の議論の中に私ども、論点をお出ししませんでしたが、もう一つは、地方公共団体、

あるいは地域の事業者団体、あるいは郵便の方々のいろいろな関係団体。つまり地元対策

という面が、この年金事務というのはかなり、現在でも相当ございます。そういう面の要

素も加味して、本来ブロック機関として必要ならばどういう機能がふさわしいか、あるい

は、本当に必要がないのかという点について、改めて整理をさせていただきたいと思って

おります。 

○本田座長 そこのところはだから、逆に行きますと、県単位をやめたという、これは一

つの決断だと思うのです。まだ道州制ではありませんのでね。逆に312というのが一番地

域と密接に、なおかつ、やりとりをせざるを得ないと思うのです。中間だから云々ではな

くて。非常に生意気な言い方ですけれども、そういうことも含めてご検討いただければと

思います。 

 斎藤委員。 

○斎藤委員 すみません、ついでに一言、今の点で申し上げたいと思います。３ページの

ところですが、職員が少なくて本庁として今まで管理機能が十分働かなかったので、今度

は本部機能を強化するとおっしゃっていました。しかしながら、今のお話を伺っていると、

ブロック本部を強化して、地元のところと密接に働き、監査機能も働かせというようなお

話だったように思います。 

 そうしますと、本部機能を強化するよりもブロック本部を強化するというように聞こえ

たのです。この辺りのところはちょっと齟齬が出てきているのではないかなと思いますの

で、もうちょっと整理してご説明いただけたらと思います。 

○本田座長 おっしゃるとおりだと思いますし、非常に揚げ足取りで悪いのですけれども、

本庁の職員が少ないからできなかったという、それは量もあるかもしれませんけれども、

一般的な捉え方はやっぱり使命感、意欲、そういうことなのです。人間が少なかったから

できなかった、だから増やします、という強化というのはいかがなものかと。まさに機構

が考えなければならないのは、サービスの向上もありますけれども、効率化もあるわけで

す。その中でどうやって先ほどの人事問題、優秀な職員ができるだけ働けるようにしよう

ということですから、揚げ足を取ってはいけませんけれども、今まで職員が少なかったの

で云々というのはいかがかと、私もそう思いましたので、今斎藤委員がおっしゃったこと

を含めてご回答をお願いします。 

○石井社会保険庁運営部長 今の座長のお言葉にやや反するような感じになってしまうの

ですが、情報提供ということで申し上げさせていただきますと、ご趣旨はそのとおりだと

私も思いますけれども、これは客観的なお話ということで受けとめていただければと思う
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のですが、村瀬前長官が、民間から転じられて社会保険庁長官になって、それで数カ月経

って、それで現場に随分出張などで見ていただいて、本庁、それから地方庁、それから事

務局と。全体の感じをおおよそおつかみになった段階でのお話としては、やはり本部機能

を担う職員の数が、出身の会社との比較だったのではなかろうかと思いますけれども、は

っきり言って、３分の１ぐらいしかいないという感じだと。 

 その結果として、例えば、後追いになりましたけれども、都道府県ごとにばらばらに業

務がなされているそういう不統一な状態とか、これは極端に言えば、同じ県の中でも事務

所ごとに同じ仕事がばらばらに行われているという実態まで、実はつい数年前まであった

わけですけれども、そういう面での、例えば経営企画機能が非常に不十分な状態にあると

か、そういう形での現れの原因として、やはり本部スタッフにそれなりにスキルを持った

人間が備わっていないということと同時に、今申し上げたような形で、絶対数が少ないと

いうことをおっしゃっておりまして、これは先ほども出ました事業運営評議会という、外

部の方々にご参画いただいてオープンに議論している場で、そういうご発言をなさってい

ると、そういう経緯があるということだけご報告申し上げます。 

○本田座長 普通の場合には、効率的な経営ということになりますと、現有勢力でやって

いる人間の仕事を洗い出して、こちらを強化するというときに、あちらの人間をこちらに

持ってきて強化しようというようになるのです。ここだけに目をつけて、足らないから持

ってくるという発想ではないのだと思うのです。そこはよろしくお願いしたいと思います。 

○岩瀬委員 先ほどの説明で気になる点があるので、高橋さんにもう一度確認したいので

すけれども、運営評議会が今あるから、これをそのまま新しい組織に移行するというので

は僕はだめだと思うのです。この運営評議会が機能していれば、社会保険庁はこんな状態

にはならなかったはずだと思いますし、これができた時期にもよりますけれども、相当改

善が進んでいたのではないかと。ということは、この運営評議会の機能をかなり強化しな

いといけないのではないかと思います。 

 ここで書かれている非公務員型の公法人としてのメリットというのは、まさにこの運営

評議会が担っていくというか、そういう意味では株主的機能というのをここに与えないと

いけないのではないかと。その辺をちょっとご検討いただいているのか、いただいていな

いのか教えていただきたいのと、もう一つ、お客様満足度調査というのが非常に重要にな

ってくると思うのです。ここだとホームページでの意見聴取と現場の苦情の聴取だけで、

これで必ずしもお客様満足度調査ができるとは思わないわけです。ここに「等」と書かれ

ていますけれども、この「等」というのはどういうことをイメージされているのか。 

 できることであれば、いわゆる覆面調査員みたいな人に312の社会保険事務所を定期的

に回らせて、評価シートを決めて、相談業務の対応がよかったか、知識は正確であったか

というのをきちんと把握した上で、それを本部で集約して、全体的なサービスの向上に努

めていかないといけないのではないかと思うのですが、その点どのようにお考えなのか教

えていただけませんか。 
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○吉岡社会保険庁総務部長 １点目の、今ご指摘いただきました運営評議会というのは、

現在同じ名前の組織があるものですから、それの類似でちょっとご説明してしまいました

けれども、当然、反省するに、そういうところでの役割をもう少し我々は、考えるべきで

はなかったかとか、あるいは現在の運用のあり方も含めて、当然新しい組織になれば、そ

れにふさわしいものを目指していきたいと思っていますので、いろいろそういった種類の

協議会の運営のあり方をよく勉強させていただいて、必ずしも現状のものにとらわれない

形でやっていきたいと思っております。 

 それから、お客様の声をいろいろな形で、アンケート調査をしたり、覆面で、今ご指摘

のような形でつかむということは大変大事なことでございまして、昨年、社会保険事務所

の職員は非常に応対マナーが悪いというご指摘があった際には、これは民間の企業に協力

をいただいて、ランダムに事務所に入ってもらって様子を見てもらうという方法も我々勉

強しましたので、そういうものも組み入れて、ありのままの姿をきちっと把握できるよう

な仕組みをこれから工夫していきたいと考えております。 

○石井社会保険庁運営部長 若干補足しますと、覆面調査ですけれども、18年度から予算

化してございます。ただし、制約があるものですから、312ある事務所のうち、そこは当

然のことながら限定的でございます。47の事務局管下にある事務所の中の一定の割合に覆

面で入って、その結果を報告すると。それを事後に反映するというようなことを18年度か

ら始めてございます。 

 それから、今、運営評議会に相当するものとして、事業運営評議会というのが実際、社

会保険庁の中にございますけれども、16年10月に発足いたしましたものでございまして、

村瀬前長官がお越しになって、それでやっぱりこういうものが必要だという肝いりで、被

保険者側、それから事業主側、それから有識者の方々にご参集いただいて、そこから始ま

っていると。当初は二ケ月に一遍ぐらいのハイペースでずっと改革事項を中心にさばいて

いただいて、ただ、そういう過程で不適正免除の問題とか、それから今回の問題とか、そ

ういうのが発生しまして、大変このメンバーの方々にもご対応について苦慮いただいてい

ると、そんな経緯でございます。 

○野村委員 時間のないところ恐縮なのですが、私はやっぱり新しい組織は、働く人がそ

こでモチベーションを高く持てるような仕掛けというのを是非作っていただきたいと思う

んですけれども、これまで三層構造と言われている中で、自分はもう地方に採用されてい

る人間だからということで、組織の中の人間だと意識を持ち得なかったという方々が多か

ったと私は認識しているわけなのですけれども、今回、10ページの図を見せていただきま

すと、何となくよく分からないのですが、最初の入口のところで、もう既に人が区分けさ

れているようなイメージがありまして、採用の段階なのでしょうか、幹部候補生と地域の

人と、何か分けられている感じがするのですが、どうなのでしょうか。若い人たちの中で、

自分は最初は事務所から始まって業務をやっているけれども、普通に出世していけば、会

社でいけば将来は社長になりたいと思って入社する人もいると思うのですけれども、何か
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人が固定されているような感じのイメージが残っているような気がするのですが、ここは

どういうお考えになっているのでしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 ここは、ちょっと図の描き方、今おっしゃっていただいて、

別に入口という意味ではなくて、こういう人材はこのようにして担っていきますよ、とい

う意味で、中ほどに書いてありますが、矢印は双方向になっておりますので、当然それぞ

れ入社当時の資質にとらわれず、いろいろ動きもありますし、その中から人材を選りすぐ

っていくという意味でございますので、入口から分かれているという意味ではございませ

んので、大変失礼いたしました。 

○野村委員 そういう意味では、内部の資格制度というのがご提案されているのですけれ

ども、これは何か、何級、何級みたいなものが用意されていて、その等級によって給料と

か人事・昇格に関わるというご指摘だと思うのですが、これはもう具体化されて、アイデ

アが決まっておられるものなのでしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 これからよく検討したいと思うのですけれども、例えば現状

でも、全国で唯一、東京の場合には試験制度がございまして、東京都との並びでやってお

りまして、そういう節目節目でスキルとか知識を公平に評価するということも含めて、こ

れから検討していきたいと考えております。 

○本田座長 八田委員。 

○八田委員 最初は要望で、２番目は質問です。まず一番目は、本田座長がおっしゃった

ことに関連するのですけれども、ブロック別に集約するときには、やっぱり機能を中心に

するということが重要ではないかと思うのです。 

 今はどうなっているか知りませんが、少なくとも20年ぐらい前までは、アメリカで所得

税の申告をするときには、ペンシルバニアのあまり聞いたことのない場所に郵送するので

す。それで、ＩＲＳ自体はワシントンにあるわけですから、難しい問題はそっちで考える

わけですけれども、事務的(米国国税庁)な処理は田舎でやってしまうので、全国から書類

がそこに行くというわけです。それから、ソーシャルセキュリティーについて、例えば加

入年数がどうこうという問合せは、もうその土地の事務所なんかには行かないです。普通

の人でも、全部ボルティモアに問い合わせると。だから、ものによっていろいろ集約化で

きるものというはあるのではないかと思いますし、何も東京のあんな高価なお台場の土地

を使う必要は必ずしもなくて、ものによっては田舎の土地を使うこともできるのではない

かと思います。それが要望です。 

 それから、２番目は、先ほどの斎藤委員などがおっしゃったことに関係している、イン

センティブの問題なのです。給与体系というのが公務員に準拠する必要があるのか、それ

とも、ある程度独立に決めることができるかということなのです。先ほど、余剰が出たら、

それを全額財務省に返し、ということは国に返すということだとおっしゃったのですが、

例えば人員削減をしたが、削減した人員の残りの人たちが結構専門的な技能を持った人ば

かりなので平均的な給与が国家公務員の場合より多くなったというようなことは許される
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のでしょうか。それとも、平均でもって国は給与に関して管理してくれということなので

しょうか。 

○高橋社会保険庁企画室長 今、先生がおっしゃったような、まさに機構の職員は国から

交付金で人件費が払われますので、総体は公務員準拠とは言いましても、その準拠の仕方

ですね。まさにおっしゃるように、現場業務をやる人が多いのか、それとも専門業務で水

準が高い人が多いのかによって平均額はどうするのかと。公務員との比較の仕方の問題は

あろうかと思うのです。その中でどういう設定の仕方、交付金の流し方をするのかという

のは、よく今後検討していく必要があるのではないかと思います。 

○八田委員 ということは、国の縛りが、厳密に平均の１人当たり給与がこれでなければ

ならないという、そういうきついものではないということですね。 

○高橋社会保険庁企画室長 はい、そうでございます。 

○八田委員 分かりました。どうもありがとうございました。 

○本田座長 ちょっと今の関連で、９ページの話ですけれども、年功序列的でない給与体

系というのと、前の参考資料で何ページかにありましたけれども、ご参考までに申し上げ

ておけば、今のＩＴ問題やら、それから法律上の問題、いろいろな専門的な仕事が出てく

ると思うのです。いわゆるマネジメントの給与体系と専門職の給与体系というのを別々に

作りながら、専門職も上に行ける、ある意味で民間の場合のフェローみたいな。まさに官

庁の主任、係長、課長補佐、というような感じと専門職というのはやや違うという感じが

ありますので、せっかく公務員でないということであれば、そういうことをしながら専門

家をどう育てていくかと。それは給与体系も非常に大事な問題なので、たまたまここに給

与体系という絵がありましたね。今でしたら、専門職というのはもう途中からいなくなっ

てしまって、あとはみんな管理みたいな感じになっていますけれども、そういうものでは

ないのではないかと。そういう中でＩＴの問題とか、いろいろなことをどうしていくかと

いう話ではないかなという感じがしました。 

 斎藤委員。 

○斎藤委員 １つは、先ほど石井運営部長がおっしゃっていた村瀬長官のお話なのですけ

れども、損保ジャパンは大変手ごわいコンペティターがいて、しかも営業をしているとい

う立場からすると本部は３倍ぐらい必要かもしれません。けれども、こちらの場合にはコ

ンペティターがいるわけではないので、単純な比較ができないのではないかなという点を

申し上げておきたいと思います。 

 それからもう１つ、10ページのところの計画的な人材育成のご説明を伺って、ちょっと

引っかかったところがあります。プロフェッショナルな人員をこれから登用、活用してい

くという説明の後に、下の方に、「社会保険労務士の資格取得を目指した研修」とござい

ますけれども、プロフェッショナルだったら社会保険労務士ぐらい取ってもいいのではな

いかと、普通の感覚だと思ってしまうのです。例えば、私は証券会社ですけれども、証券

会社の社員は外務員資格を取らなければ営業は全くできないというように、まず資格あり
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きで社員を採用するとか、ポジションをつけるとかというようなことをしているのです。

ですから、プロフェッショナルとしての人材を活用していくのであれば、社会保険労務士

が適切かどうかは分かりませんけれども、資格を取った人でなければこの仕事はできませ

んとか、そのくらいの強い縛りがあってもいいのではないかと思うのですが、いかがでし

ょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 一例を、社会保険労務士ということで、一番社会保険の業務

になじみのある資格があるわけですけれども、これは東京の場合で行きますと、毎年３、

４人ぐらいは合格者があると聞いておりますけれども……。 

○斎藤委員 ３人……。 

○吉岡社会保険庁総務部長 毎年３、４人ですね。もちろん最低数です。過去確認できて

いるだけでは。そういう意味では、結構勉強会をしたり、自分たちの日々の業務を資格に

活かす、という意味で勉強をされている職員も多いと思います。競争率が非常に高いです

から、勉強している人はもっと多いと思っています。 

 ただ、社会保険労務士は、これは社会保険業務とクロスではございません。労務管理と

いう部門があって、そっちの方も試験に合格をしないといけないということで、必ずしも

年金だけの、あるいは医療保険だけの知識ではなかなか難しいという面もありますけれど

も、そういうものにチャレンジしている職員も結構今ある、ということだけはご認識をい

ただきたいと考えております。 

○本田座長 今のプロフェッショナルというのは、私はちょっと違う意味で、まさに斎藤

先生のところなんかかなり専門家でなければいけないけれども、新しくできる機構という

ものがどういうものかということも考えなければいけないと思います。やはり長期雇用と

いいますか、採用から考えていった場合、それぞれのグレードごとに私はプロフェッショ

ナルは要ると思うのです。社会保険労務士というのはもうかなりのところです。それぞれ

のグレードごとにプロフェッショナルのつもりでちゃんとやれと。その中の資格はこうい

うことだよというのは、それぞれのグレードであればいいのではないかと、ちょっと斎藤

さんと違うかもしれませんけれども。 

 大山委員。 

○大山委員 今日の資料の中に詳しく書いていなかったので、どうしようかなと思ったの

ですが、聞かせていただければと思います。 

 これは植田副所長にお聞きする方が良いかもしれませんが、10ページ目のところに、

「企画立案、業務管理を担う人材」の右側のところに、箱の中に「システム管理等の専門

人材の育成」と書いてあります。用語としてはこれで良いのかもしれませんが、どうやる

のかが１つ目の質問です。 

 ２つ目は、前に戻って恐縮ですが、６ページ目のＩＴガバナンスの強化のところで、右

側に「日本年金機構」、それから左側に「厚生労働省」とあります。前回、前々回ぐらい

ですか、ここの場でもあった議論を受けて考えると、一定の前進が見られるように私は思
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いますが、右側の日本年金機構のＣＩＯのところからＰＪＭＯが書いてあります。これは、

現在の社会保険庁の状況から見たときに、日本年金機構に移っていく姿を多分書かれてい

ると思いますが、右側に当たるところは現在、どれぐらいの機能がうまく働いているのか

をお聞きしたいと思います。 

○植田社会保険業務センター副所長 まず最初に、10ページの「システム管理等の専門人

材の育成」というところなのですが、私どもはあくまでもユーザーとしてシステムを構築

するということなものですから、どうしてもアプリケーションソフトを中心にやっぱり考

えざるを得ないと思っています。そういう面では、例えば基盤ソフトだとか、ミドルウェ

アだとか、そういうところというのはやっぱり委託でお願いをするというのが中心になろ

うかとは思っています。しかし、だからといって、何もなくて、チェック機能も何もない

というわけにはいきませんので、そこが１つの課題かなと思っております。 

 それから、６ページ目のところでございますが、ずっとご承知のように、ベンダーに任

せ切りで長いこと来ておりまして、はっきり申し上げて、ここに書いております日本年金

機構のＣＩＯ、それからＰＪＭＯというのは、ある意味で私どもが理想とするところを書

いていると言っても差し支えないと思っております。現時点では、ここに書いているほど

の機能は発揮されておらないと素直に思っています。それともう一つ、社会保険庁独自に

ＣＩＯが今おりませんので、厚生労働省全体で１人という格好になっておりますので、年

金機構ができたときの形とは現状は多少違うかなと。一つのこれは目指す姿だと理解をし

ております。 

○本田座長 まだお話があるかと思いますが、５分間だけ休憩をさせていただきたいと思

います。 

（休  憩） 

（開  議） 

○本田座長 それでは、先ほどの件でまだご質問があるかと思いますけれども、次の外部

委託に関する改革案につきましてご説明いただきまして、そのことを含めてまた質疑に入

りたいと思います。 

 それでは、よろしくお願いいたします。 

○吉岡社会保険庁総務部長 それでは、引き続きまして、資料２、それから資料４につき

まして説明させていただきます。 

 お手元の資料２、これは日本年金機構の外部委託についての、私どもにおけます現時点

の検討状況ということでご理解いただきたいと思っております。 

 まず、１ページをお開けいただきます。外部委託化の更なる推進に当たっての基本的考

え方ということで整理をしております。 

 今後、外部委託を推進すべき業務と、日本年金機構が自ら行うべき業務を区分けすると

いう考え方につきましては、この１ページには、これは先般、10月31日の資料でご説明し

た整理と同様の考え方で書いておりますが、一部書き加えたところがございます。それは
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右下の吹き出しの部分でございます。 

 その前に、既にご説明したところをもう一回レビューをさせていただきますが、Ａとし

て、外部委託等を推進すべき業務として、○非権力的で、国民の権利義務の確定に至らな

い業務であって、①外部への委託等によって効率化効果が見込まれる。②職員による判断

を要しない。③外部委託等を行う場合に業務品質、サービス等の品質の確保が可能という

ことがポイントでございます。それから、Ｂでございますけれども、日本年金機構が自ら

行うべき業務ということで、これは一連の業務の管理ということ、それから行政処分行為

や権力性の高い業務、国民の権利義務の確定に関わる業務、それから、上記Ａの①②③に

該当しない業務と。ここまでが先般の整理でございましたが、吹き出しのところをちょっ

と読ませていただきます。 

 こういった形で、「行政処分」あるいは「権力性が高い」、「権利義務の確定に関わ

る」ということで、業務のジャンルごとに一律に外部委託不可と判断するのではなく、例

えば各種類の業務の中で、前段階の事務処理など、業務のプロセスを細分化して、それぞ

れごとに委託する方が効果的・効率的であるかどうかということをこれから検討させてい

ただきたいと、こういったことも基本的考え方に含めて対応してまいりたいと考えており

ます。 

 次に、２ページをお開きいただきます。 

 外部委託化の検討に当たって留意する視点ということで、２ページでございますけれど

も、左側は先ほどの資料１でもこういうものがございました。国が年金事業の管理運営責

任を果たすということ。それから、非公務員型の公法人に移行するメリットを活かす。そ

れから、年金記録問題の検証結果の反省点を生かすということでございます。 

 この矢印の右側にそれぞれございますように、一番上は、日本年金機構の事務は国から

委任・委託を受けたものであり、最終責任は国に帰属するということから、日本年金機構

から更に民間委託ということは、これは国から見れば、いわば孫請けというものに当たる

わけでございまして、機構は国の最終責任を担保できるような民間委託を行う必要がある

と考えております。 

 第２点目のくくりは、非公務員型の公法人に移行するメリットを活かすという点でござ

います。矢印の右側には、先ほどもお話がございました、複数年契約や多様な人材活用の

仕組みを利用するとともに、非公務員化・法人化された機構そのものに民間の業務手法や

マネジメント能力の高い人材を外部から採り入れまして、効率的・効果的に行うこととし

て、それと外部委託とのメリットを比較検討する必要があるのではないかと考えておりま

す。こういった、日本年金機構が簡単には取り入れることのできない高いノウハウをお持

ちの民間企業に対しましては、積極的に外部委託を進めていく必要があると考えておりま

すが、一方、そうでないものにつきましては、場合によっては機構自らが実施をした方が

コストの面あるいは業務品質の確保という面でメリットがある場合もあると考えておりま

す。 
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 第３のくくりでございますが、年金記録問題の検証結果の反省点を生かすということで、

矢印の右には、外部委託に当たりましては、年金記録の重要性を十分認識すること。また、

人が行う事務処理に伴う誤りはゼロにはできない、ということを前提にした工程の管理。

あるいは、外部委託をする場合でも、委託業者任せではなく、委託先で行われます業務品

質の管理に機構自身が責任を持つということがあると考えております。 

 次に３ページへお進みいただきます。ちょっといろいろな色を使った表がございます。

外部委託の対象業務及び更なる推進の検討ということで整理をさせていただきました。 

 これは現在から年金機構にかけて、主たる業務について色分けをさせていただきました。

一番表頭にございますように、太線囲いの青色の部分は、これは既に外部委託済みのもの

でございます。それから、太線囲み黄色の業務は、平成17年に策定いたしました、18年度

から24年度にわたる人員削減７カ年計画に基づきまして、外部委託を拡大中あるいは拡大

予定の部分でございます。赤い色の部分が、今後業務の全部または一部について、上記青、

黄以外に、追加的に外部委託を可能とするための方策を我々として現在検討している部分

としてご理解いただきたいと思います。 

 青い部分ということでは、色で追っていただきますと分かりますように、既に外部委託

している部分ということで、入力、通知の発送、電話納付督励、国民年金ですね、それか

らシステム開発、こういうものがございます。現在、外部委託の進行途上というものとい

たしましては、業務の集約化によります入力などの事務の外部委託の拡大、左の方でござ

いますけれども、未適用事業所の把握と加入勧奨。あるいは国年保険料の納付督励の市場

化テスト、電話相談というものがそれぞれの、ちょっと細切れでございますけれども、や

っております。 

 それから、第３に、赤い部分が今後追加的な外部委託を可能とするための方策を現在検

討中のものということで、左側から申し上げますと、適用の箱の中に、入力した後の軽易

な一時審査についてはどうであろうかと。あるいは、中ほどでございますけれども、国民

年金の徴収に関しまして、これは権力性のある処分ということで、これまで納付督励とは

切り分けて職員自身が行っておりますが、免除猶予の手続の勧奨と、こういうものはどう

であろうかと。あるいは、相談の関係で言いますと、来訪窓口相談の一部についてはどう

でしょうかと。あるいは、一番右端でございますけれども、これは組織に共通の旅費・給

与等の定型的なバックオフィス業務、こういうものについてどうかということで、社会保

険庁の業務全般を見渡して、今現在こういうモザイクになっているということでお読み取

りいただきます。 

 具体的には、次の４ページ以下から個別に説明させていただきます。 

 ４ページでございますが、外部委託化の更なる推進の検討ということで、さっきの左端

にございました各種届出書の一次審査業務について検討したものでございます。 

 各都道府県ごとの集約事務センターにおけます届書などの処理につきましては、この４

ページの図のように、そこにフローチャートが書いてございますけれども、まず業者委託
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によりまして、この黄色いこれですね、ＯＣＲ―ちょっとダークに囲っております―

を業者委託によりまして、ＯＣＲで内容を読み取りまして、届出書との確認をし、正しく

読み取れていないものについてはその段階で補正の入力をいたします。 

 そうした届出のデータにつきまして、下から吹き出しております黄色いところの中身を

ご覧いただきたいと思うのですけれども、コンピュータによる機械審査の中身としては、

未記入事項の項目。既に保有しております情報との不一致。あるいは論理的にあり得ない

内容、例えば存在しないような年月日などをエラー表示いたしまして、これにつきまして、

届出をされた方への照会などによりまして確認、補正、または返戻ということを行います。

この一次審査につきましては、これまでも人員削減計画では職員が行うということとされ

ていましたが、これについても外部委託ができるのではないかと考えております。 

 ただし、その場合にでも誤りがないようにダブルチェックをいたします。この流れで言

いますと、真ん中の右ですね。二次審査の段階におきましては職員が行うと。また、個々

の届書あるいは申請書ごとに見ていったときにどうかといいますと、例えば、年金の裁定

審査など、一定の判断を要する審査につきましては、これは外部委託をせず、職員が行う

必要があると考えております。今のところは４ページの一番下の黄色い枠の中、老齢年金

でもそうですし、特に障害年金、遺族年金など、複雑な判定を伴うものにつきましては、

やはり職員が行う必要があると考えております。 

 次に、５ページに移りますけれども、これは次の検討のパートということで、外部委託

化のさらなる推進の検討ということで、国民年金の保険料の免除勧奨業務というものがご

ざいます。５ページの図にございますように、国民年金保険料の未納者、いろいろな事情

があって納められない方につきましては、市町村からいただいた情報によりまして、それ

ぞれに対します対応を３段階で考えております。 

 １つは、所得が比較的高い方につきましては、義務を履行されていないということで、

最終的には差押えに至りますような強制徴収の手続に入りますけれども、これは権力性の

高い業務ということで職員が行います。 

 それから、所得が中程度の方につきましては、これは自主的に納付をいただくよう、い

わゆる納付督励を行いますけれども、これはご案内のとおり、既に市場化テストによりま

して、外部委託を進めているところでございます。 

 一方、所得が低い方につきましては、これは免除申請の手続をしていただければ、基礎

年金に入っております国庫負担分については年金としてリターンがあるということで、本

人のメリットにもなるということで、所得が低いために納付できない方については免除手

続というものの勧奨を行っております。 

 これは、具体的には、市町村からいただきました情報を基に所得の低い方を特定いたし

まして、免除手続の勧奨を行います。これまで社会保険事務所の職員、あるいは非常勤職

員で公務員に準じます国民年金推進員、外勤を主とした職員でございますけれども、こう

した者が行うこととしておりまして、納付督励とは違って、外部委託化の対象とはこれま
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でしておりませんでした。しかし、今般の日本年金機構法におきましては、法律の中で、

年金機構からさらに外へ出す委託業者にも公務員と同等の守秘義務の規定が課されるとい

うことから、新たに外部委託の対象とすることが検討できるのではないかと考えておりま

す。 

 ただし、この問題に関しまして、外部委託に際して検討すべき課題ということで整理を

していますように、免除対象となる方は、これは所得で判断しますが、低所得者であると

いうのは一つの個人情報でございます。そういう個人情報が委託業者に渡るということに

なりますと、市町村から今いろいろな形でご協力を頂戴して、多くの所得情報を各事務所

単位で得ておりますが、市町村からの所得情報の提供自身にいろいろな形で、地元の市民

との関係で、なかなか簡単に所得情報はいただけない環境の市区町村もございまして、ハ

ードルの高い所得情報、何とか委員会とか、そういうところをくぐって何とか協力をいた

だいています。また、議会でもよく質問のある部分でございます。今、かろうじて協力を

いただいているところも、こういう形で外部に、公務員ではなく、職員ではなく、さらに

委託業者にそういう情報が渡るということについては、おそらく難色を示す市町村も生じ

るおそれがあると考えております。 

 こういうことも含めて、考えられる方策ということで一番下の箱に整理しておりますが、

やり方としては、こうした情報について、委託業者に所得情報をそのまま生の形で提供す

るのではなく、免除勧奨の該当者、低所得者としての免除勧奨の該当者リストのみを渡す

ということ。それから、市町村の個別のご理解を得ながら、徐々に外部委託を拡大してい

くという方法もあるのではないかと考えているところでございます。 

 次に６ページ、次はバックオフィス業務についての考え方を整理しております。 

 これは、これまでも社会保険事務所の庶務課と称しているところの他の組織にも共通の

庶務業務、これを社会保険事務局に集約するという方法などをとりまして、これまでも合

理化の努力をしてまいりました。こうした人事、給与、経理、旅費などのバックオフィス

業務について今後どうするかという点でございます。今般、日本年金機構に法人化される

ということで、大幅なシステム化や、あるいは本部への集約化、外部委託化などを図りま

して、さらに人員削減を図るという考え方でこれから対処してまいりたいと、このように

考えております。 

 次に、７ページの来訪によります年金相談業務についての検討の状況でございます。 

 まず、考え方の大筋で言いますと、来訪によります年金相談業務につきましては、外部

委託に際して検討すべき課題が多いということを申し上げておきたいと思います。これま

で３つ説明しましたが、これとは違う整理をさせていただきたいと考えております。 

 まず、外部委託に際して検討すべき課題ということでオレンジの欄がございます。その

下に書いてある中身について少しお話をさせていただきます。 

 外部委託に際して検討すべき課題の１点目でございます。これは、責任の問題というこ

とでございまして、年金相談につきましては、裁定請求や年金見込額などの権利の確定に
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結びつきます相談内容が多いわけでございますが、こういうことにつきまして、来訪によ

る年金相談の委託先が誤った情報を伝えたり、誤った教示をしたという場合の責任問題を

どうするかということがございます。特に相談員と、現在謝金職員がカバーしております、

例えば外部委託の一環として、相談員の方々と個人委託契約という形でやろうとしますと、

ずばりその方にこの責任がかかってくるということで、スムーズにいくかどうかという問

題、むしろネックになるのではないかと考えております。 

 ２点目は、品質の問題でございます。電話によるコールセンターなどでの相談につきま

しては、これは比較的簡単なお問合せ、あるいは関連の書類を送ってほしいというご依頼

も多いわけでございまして、そういう意味では定型化して、マニュアル化して外部委託を

しやすいわけで、現にそういう方向でございますけれども、来訪相談につきましては内容

が一般に複雑でございまして、それぞれの職場での訓練によりまして相当年数をかけてそ

のための要員ということで人材育成をしてきているということでございます。これを競争

入札によります外部委託ということで、果たしてこういう複雑な相談について質の高い相

談ができる相談員の確保ができるかどうか、これが若干心配な点でございます。 

 また、より難しい問題といたしましては、外部委託をした場合には直接的な指揮監督を

行う。こちらで外部委託をして、日々年金相談に従事されるときに、私ども社会保険事務

所の方から直接的な指揮監督を行う必要もあると思うのですけれども、そういうことを行

いますと、これは一時新聞をにぎわしました偽装請負となりかねないこともあるわけでご

ざいまして、そういう意味で、業者への委託につきましては、なかなかハードルが高くな

るのではないかと考えております。その点では、同じ外部委託でも派遣という形で受け入

れるということも考えられますが、ただ、ご案内のとおり、派遣の場合には同じ勤務場所、

同一事務所での受け入れが最大限３年までということとなっております。それ以上にわた

る場合には、直接雇用に切り替えるという必要が生じてくるというネックがあるわけでご

ざいます。 

 それから、３点目の検討すべき課題ということで、これは更に難しい問題でございます

けれども、仕様の問題でございます。外部委託に当たって、その仕様を標準化するという

課題がございますが、現在の来訪相談はその業務がまだ細部まで標準化されていないとい

うことで、職員それぞれ個人のノウハウに依存する部分が大きいというのが現状でござい

ます。これを業務委託契約によりまして外部委託する場合には、細部にわたりまして業務

仕様、どういうサービスを提供してもらうかということを定型化・標準化するということ

が必要であると考えます。現在、相当分厚い相談マニュアルもございますけれども、まだ

まだ現段階では、年金相談についての標準化は不十分であるという認識がございます。 

 それから、４点目は、年金機構自身にとっての問題ということで、来訪によります事務

所あるいは年金相談センターへのご相談は、年金機構の職員が国民の皆様、被保険者ある

いは受給者の皆様と直接接します、大変重要な機会であると我々は考えております。こう

したことが、外部委託によりまして、職員とお客様との接触の機会が少なくなることが考
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えられます。こうしたことがいいのかどうか。また、機構と職員の業務のノウハウという

ものが空疎になってくるということも懸念材料としてあるわけでございます。 

 ５点目は、年金記録問題ということでございます。先般、検証委員会から報告書をいた

だきましたけれども、来訪相談の担当者は、対面での年金記録の確認あるいは疑義への対

応、未統合の記録の統合作業も、現在、あるいはこれから行うという責任を担っておりま

して、大変責任が大きくなっている現状の中で、外部委託についていろいろな問題が出な

いかという懸念もございます。 

 ただ、このように説明してまいりますと、いろいろ難しいところだけを取り上げている

ようなご指摘があるかもしれませんけれども、私どもなりにこういう問題点は問題点とし

て踏まえて、どういう方策が考えられるか内部で現在検討しているところでございます。

これにつきましては、一番下の「考えられる方策」というところをご覧いただきたいと思

っております。 

 ①のところでございますけれども、まず、相談支援システムをこれから整備いたしまし

て、これからさらに来訪相談業務を定型化・標準化していく努力をしていけば、将来にお

いて、現在よりは委託をしやすくなるのではないかと。例えば、年金の繰り上げ請求、本

来の年金受給年齢よりも早くもらいたい、あるいは繰り下げ請求で、その場合に年金額が

どうなるかと、大変多いお問合せでございますけれども、あるいは在職中に職を持ってい

る間の老齢年金、どの分がストップされるかと。こういったいろいろ問合せのパターンも

ございます。こうした様々な、いろいろな特例とか経過措置の適用関係はどうかというこ

と。こういう問題につきまして、相談の窓口におきまして、即座にこれの対処につきまし

てプリントアウトできるような仕組みを作りまして、その場でお客様に説明すべきポイン

トを、外部委託を受けた職員が適切に、正確に説明できる。例えば、そういう説明シート

が問題ごとに出てきて、いわばそれを読み上げるような形できちんと説明していくことで、

先ほど言いました責任問題につながるような情報の不正確な伝達というおそれが少なくな

って、委託しやすくなるのではないかということも考えております。 

 ただ、例えば、こういうシステムを考える場合には、これは給付系の社会保険オンライ

ンシステムということでございますので、現在刷新の途上でございますシステム開発の次

に着手すべきものということで、ちょっと時間を要するということでございますけれども、

将来においては是非必要ではないかと考えております。 

 ただ、①のような対応を採った場合でも、②に書いてございますような、職員としての

判断を要するもの、複雑なもの、例えば障害年金、遺族年金、あるいは年金記録に関しま

す疑義、あるいは個別の苦情対応など、こういうものにつきましては正規職員が対応する

とともに、機構の職員が窓口相談を経験しながら、そのノウハウを獲得あるいは継承でき

る、こういう機会を一定程度残す必要があると考えております。 

 この７ページの上の青い小さい箱をご覧いただきたいのですけれども、これは現状でご

ざいますので、現在平均的な社会保険事務所における年金相談の体制といいますものは、
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正規職員が２、３名と非常勤職員が４、５名、それぞれブースに入っているということで

ございます。こういう形で相談窓口で対応しておりますけれども、正規職員の部分は残し

て、非常勤職員の部分を外部委託なり、個人委託なり、いわゆるいろいろな派遣方式なり、

総じて外部委託ということで切り替えられないかという意味で、申し上げたいことは、現

在でも相当、職員ではない謝金職員の方に担っていただいているということもご留意の上

で、これからご意見も頂戴したいと考えております。 

 この７ページに掲げました課題を解消する方策を講じた上で、将来モデル的に年金相談

の外部委託化について試行的にトライアルをやってみて、問題がなく、また効率効果や業

務品質の観点でメリットがあるということであれば、段階的にこれから外部委託の拡大を

検討するということも可能ではないかと考えております。 

 次に、８ページの強制徴収業務についてご説明いたします。 

 滞納処分など、強制手段を伴う強制徴収業務につきましては、これは権力的・強制的性

格の高いものであるということで、法律上も機構の職員が行うという仕組みとされており

ます。したがいまして、法律上も外部委託ができないものと考えております。 

 厚生年金保険法あるいは国民年金法を根拠としますこういった業務は、公権力の行使の

一番典型的なものでございまして、国税滞納処分の例による質問、検査、捜索や、あるい

は差押えを行うというのが現状でございます。こうした公権力の行使の権限を日本年金機

構という法人に果たして委任できるかどうかということについて、まずいろいろな議論が

ありましたことはご承知かと思います。 

 特に法制的に大変な議論がございまして、国が今までやっている業務を日本年金機構と

いう非公務員型の法人の職員にできるかどうかということにつきましては、最終的には機

構の職員が滞納処分などを行う場合には、あらかじめ厚生労働大臣の認可を受けるという

のが１つの条件。それから、厚生労働大臣があらかじめ認可した滞納処分実施規定、これ

に従って機構の職員が行う。それから、機構の職員のうちから厚生労働大臣の認可を受け

て理事長が任命した徴収職員、機構の職員ならば誰でもということではなくて、理事長が

任命した徴収職員に行わせなければならないと。こういった条件のもとで、事後の大臣に

よる監督権限とあわせまして、ようやく強制徴収・強制処分を機構の職員が行うという問

題をクリアしたという、前通常国会に出しました法律の制定の経緯があるわけでございま

す。したがいまして、法律上、機構の職員でもない者に行わせることはできないという考

え方を持っております。 

 なお、保険料の徴収ということであれば、最近よく使われます民間の債権回収会社、サ

ービサーというものがございます。これは、いわゆる弁護士法の特例といたしまして、債

権者から債権の譲渡あるいは回収の委託を受けまして債権回収を行うということで、実は

これは強制徴収の権限が付与されているというものではございません。裁判所の力を借り

ました民事執行の手続は、別途裁判所への申立てが必要になるわけでございまして、こう

いう問題に、では債権回収会社に委託してはどうかというお考えがあるかもしれませんけ
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れども、これは機構の職員自身が自力で、一定の要件の下で自力思考ができるという強制

徴収の方がはるかに効率的で効果的ではないかと考えております。 

 一方で、まさしく公権力の行使でございます強制徴収に先立つ納付の督励、最終的に強

制徴収に至る前にもう一度、任意に納めてもらえないかどうかということにつきましては、

縷々申し上げていますように、国民年金の保険料徴収におきましては、既に市場化テスト

で外部委託化をしております。ただ一方、厚生年金ではこういうことをしておりませんが、

これは状態といたしまして、滞納がありますと、短期間ですぐに法的効果のある督促行為

を行うということから、その必要がないものでございまして、したがいまして、現在のと

ころ国民年金でそういう外部委託化を既にしているということは改めて申し上げておきた

いと考えております。 

 それから、９ページの事業所調査業務でございます。 

 これは、各種届出を受けて、最終的に事務所の様子をきちっと見た上で判定をすると。

こういうプロセスの一番最後の段階のものでございますけれども、この事業所調査業務に

つきましても、権力的・強制的な性格が強いと考えておりまして、法律上、公正性・客観

性を担保するための国の強い監督の下で、大臣から機構に権限が委任され、機構の職員が

行う仕組みと理解しておりまして、法律上、外部委託はできないものと考えております。 

 また、実際問題といたしまして、こうした最終段階での事業所調査という場面におきま

しては、具体的には事業所の賃金台帳、あるいは労働者の名簿、出勤簿、源泉所得税領収

証書、会計帳簿、現金出納簿、こうした関係書類を調査するということでございまして、

これを民間企業に外部委託をするということにつきましては、事業者はもとより国民一般

の理解も得られないのではないかと考えております。 

 次に、10ページにまいらせていただきます。電子申請の推進による効果ということで整

理をさせていただきました。 

 各種届出・申請書等の電子申請の推進につきましては、届出などをされる側―事業所

と、それから受理する社会保険事務所等の双方にとりまして、業務合理化のメリットが大

変大きいということから、業務量が大きく反復・継続すると。事業主からの届出を中心に

その推進に努めているところでございます。電子申請が進んだ場合には、主として外部委

託対象の業務量の削減になるということで、委託費の節減になるということが見込まれる

わけでございます。 

 以上が、それぞれのパートごとに、私どもなりに現時点で行っております考え方でござ

います。後ほどまたご意見などを頂戴したいと考えております。 

 次に、11ページ以降でございますけれども、既に着手しております人員削減７カ年計画

による人員削減についてご説明をしたいと考えております。 

 11ページはその第一ということで、既に着手しておりますシステム化によります業務そ

のものの削減についてご説明いたしたいと思います。 

 社会保険のオンラインシステムを刷新いたしまして、11ページの丸い箱の中に書いてご
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ざいますように、手作業で現在やっております処理のシステム化、これの自動集計などを

行うと。 

 それから、既に保有しております情報を活用するということで、具体的には基本情報を

既に印字した形で、ターンアラウンド方式ということで申請者にお送りいたしまして、そ

れが出てきた後の事務の合理化を進めるということでございます。あるいは、既にもらっ

ている情報との機械的な突合ということで、人手をセーブするということで事務処理の効

率化も図れるわけでございます。 

 それから、他の公的機関とのデータの連携ということで、住基ネットが代表でございま

すけれども、こういうものを活用いたしまして、住所・氏名変更届などをいただく手間暇

も、あるいはそれを審査する手間暇も省くことができると、こういう考え方でございまし

て、こうしたシステム刷新そのものによりますダイレクトな事務の効率化ということで、

右の囲いにございますように、この人員削減７カ年計画におきましては、現在こういう方

が従事しておりますけれども、1,000人、内訳は正規職員810人、非常勤190人の削減効果

があるわけでございます。ちなみに、平成19年度までに、これは既存システムの改修によ

って前倒しで対応しておりまして、これは既に19年度までで264人の正規職員、これに相

当する業務について実施をしているところでございます。 

 その次に、12ページへ移っていただきます。業務の集約化と外部委託化によります人員

削減効果などでございます。 

 以前にもご説明申し上げておりますが、社会保険事務所の届出書・請求書の事務処理を

ブロック単位の集計事務センターに今後集約し、審査、決定以外の業務は外部委託化する

と、このように考えております。こうした取組によりまして、黄色い欄の下に書いていま

すように、トータルで2,690人、内訳といたしましては正規職員1,240人、非常勤1,450人、

こうした規模の削減が図れると考えております。このうち、都道府県単位の事務センター、

47都道府県にある事務センターの集約化と外部委託化によりまして、平成19年度までに

636人の削減をすでに実施したところでございます。ただし、更に徹底した集約化、外部

委託化というものは、23年度のシステムの刷新の完成を待つということになると考えてお

ります。 

 次は、１ページ飛ばしまして、14ページ、国民年金保険料の納付督励業務の外部委託化

でございます。 

 これは、先ほども触れさせていただきましたが、国民年金保険料の収納事業のうち、自

主的な納付を促す納付督励業務につきましては、既に平成17年度以降、市場化テストを活

用し、外部委託化を進めております。これによる効果につきましても、14ページの下の括

弧に書いてございますとおり、正規、それから現在従事しています国民年金推進員、合わ

せまして3,470人のこの７カ年におけます人員削減を見込んでおります。既に着手した分

もございまして、平成19年度までにトータルで1,212人、内訳はそこに書いてあるとおり

でございますが、既に削減をしているということでお読み取りをいただきたいと考えてお
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ります。 

 この丸い円がだんだん膨らんでおりますが、平成21年度以降の姿といたしましては、全

国の社会保険事務所におけます国民年金保険料収納事業を民間競争入札の対象といたしま

して、順次対象事務所を拡大していきたいと考えております。 

 それから、次の15ページ、先ほどは来訪による相談について検討の状況を説明いたしま

したが、年金電話相談の外部委託化につきましては既に着手をしております。現在、全国

で24カ所あります年金電話相談センターにつきましては、平成19年度、20年度におきまし

て順次集約化を図るということで、最終的には外部委託によります全国３つのコールセン

ターの整備ということを考えております。これによりまして、人員削減７カ年計画では、

右の括弧にございますように、800人の非常勤職員の削減を見込んでいるところでござい

ます。また、既に部分的な着手によりまして、656人分の削減を実施しているところでご

ざいます。 

 次に16ページでございます。未適用事業所の適用促進業務の外部委託という点でござい

ます。 

 これにつきましても、既に平成19年度には、そこの円の拡大にございます19年度のとこ

ろには312事務所、全国の全事務所を対象に外部委託化をしておりまして、既に307人の削

減、これは７カ年計画の分を全部実施したところでございます。 

 以上が、いろいろ問題点もございますけれども、私どもの現在の検討の状況でございま

す。 

 以下、17ページ以降に、これからの人員の見通しということで、先ほど言いましたよう

な、いわば集約でございます。そこに整理しておりますけれども、これまでの人員削減７

カ年計画の出発点でございます平成17年度末の数字と、既に定員や予算の査定がされてお

ります19年度、さらにこれまでの人員削減７カ年計画に基づく数字ということでまとめさ

せていただきました。これは年金分についての数字でございますけれども、一番右から左

にかけまして、17年度末の約２万4,500人という数字から6,000人の削減を行い、１万

8,400人ということで、この段階で削減率は25％となっております。 

 さらに、今日これからご議論いただきます追加的な外部委託化の内容の検討結果により

ましては、更に追加の削減が可能であるということで、削減効果の拡大も期待できるとい

うことでございますので、本会議におきまして、機構として行うべき、あるいは行うこと

が適当か、外部委託の本質についてのご議論の結果を踏まえまして、私どもといたしまし

ても、将来のこれによります効果、削減の人数を、こういう議論を踏まえまして、今後精

査をしてきたいと考えております。 

 それから、資料４についても簡単に触れさせていただきます。今ほど申しました資料で

ございます。中身だけ少しご紹介します。 

 資料４の１ページ目は、先ほど申しましたことと重複してございます。これまでの人員

削減計画の概要でございます。考え方あるいは効果については今ほど述べたとおりでござ
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います。 

 ２ページから５ページまでが、これまでの進捗状況ということで、やや細かくなります

けれども、年を追っての実施状況について整理をしたものでございます。説明は省略をさ

せていただきます。 

 ６ページから11ページにかけましては、これまでの人員削減計画の削減効果の試算の方

法、どうやって計算をしたかということでございます。時間の関係で説明は省略させてい

ただきますが、例えば６ページの試算方法の最初のページ、システム刷新によります業務

量そのものの減という項目につきましては、具体的にはＩＢＭビジネスコンサルティング

サービス会社、こちらに委託をしまして、業務分析などと刷新案の検討を合わせて行いま

して、これに基づきまして、平成17年３月、オンラインシステム刷新可能性調査結果報告

書がまとめられたものでございます。これは、このくくりの後ろの方に、既にホームペー

ジに載っているものも参考までに付けさせていただきました。後ほどお読み取りをいただ

きたいと考えております。 

 私からの説明は以上でございます。 

○本田座長 ありがとうございました。 

 それでは、ご質問がありましたら。 

 大山委員。 

○大山委員 ４ページ目と、それから10ページ目、資料２ですが、これに関係することで、

考え方をはっきりするために理解したいことがありますので、お聞きしたいと思います。 

 確定申告の場合には、申告をするということが義務化されていて、記載内容にミスがあ

ると後で訂正するという手段が執られていると思います。４ページ目にあります年金に関

する場合ですが、届書の中に記載ミスがあった場合は誰の責任になるのかというのをお聞

きしたいと思います。 

 それに伴って、次に右側に行くと、仮原簿になっています。ずっと右まで、決裁までし

ても仮原簿のままになっていますが、原簿というのは一体どこにどういう形であるのかと

いうのを教えてください。 

○高橋社会保険庁企画室長 法律上、厚生年金保険法、国民年金保険法で届出義務者を定

めてございます。事業主であったり、被保険者であったりします。よって、そこに正確な

届出の義務がございます。 

 それから、２点目につきましては、４ページの図でございますけれども、最終的に決裁

をしますと、仮原簿が正式な原簿の数字に変更されるという図でございます。 

○大山委員 分かりました。 

 そうすると、ここから先は確認になるのですが、決裁された状態で原簿だということは、

今の年金の記録システム、あるいは給付システムにもコピーがあると思いますが、これら

は電子データが原簿と認識してよろしいのですね。 

○石井社会保険庁運営部長 おっしゃるとおりでございまして、今は電子ファイル、電子
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データが原簿でございます。 

○大山委員 そうすると、今回の年金の問題がいろいろ出た一つの要因ですが、これは電

子データに記録されているものの先に、紙で出されたものから入力するときのミスがあれ

ば、確かに紙を入力する業務を行った社会保険庁の責任ですが、元々の紙にミスがある場

合は、これは過去にさかのぼって直せないのは分かりますが、しかしながら、本来、社会

保険庁の問題ではない、責任ではないということですね。 

○石井社会保険庁運営部長 端的に申し上げると、おっしゃるとおりでございます。 

 ただし、先日公表されました検証委員会の報告、ここで非常に厳しく指摘されているの

ですが、仮にそういうことで、ご本人なり、あるいは事業主さんが誤っていたとしても、

やはりそれをきちんとお受けして、チェックをする義務というのが社会保険庁側にあるわ

けだから、そこはやっぱり全く責任なしとしないと、こういう整理がされてございます。 

○大山委員 すみません、もう少し。まだ本題に入っていません。 

 ４ページ目の一次審査のところですが、ここに「電算機による機械審査でエラー表示・

要確認表示された項目の確認、照会」と書いてあって、外部委託できる一次審査の中身は、

その下に書いてあります。返戻まで行うようなことが書いてありますが、これと、10ペー

ジ目の電子申請の推進による効果のところで言われている一次審査は同じですよね。 

○石井社会保険庁運営部長 内容的には同じです。 

○大山委員 そうすると、電子申請の推進による業務量削減が見込まれる部分は、この内

容であれば一次審査まで入れるのが普通ではないでしょうか。この作業を人手を介してや

るという話が残るのは、今のe-Govと呼ばれるシステムでも、形式審査は全部機械で行う

ことを見ても、奇異に感じます。 

 もちろん、例えば氏名が間違っているかどうかというのは、他の手段を使わない限りチ

ェックできませんが、一定のルールの下で判断できるものについては、電子申請では誤り

を指摘して、最初から受け付けないように作られているはずです。今度、社会保険庁が日

本年金機構になってe-Govから外れるというなら話は別ですが、使えるものを使わずに自

ら作るような話をお考えになるのは決して良いことではないと思います。この意味では、

10ページ目の話で言う電子申請の推進による効果は一次審査まで入るとする方が正しいの

ではないかと私は考えるというのが１点目です。 

 ２点目は、元々届書の話を最初に申し上げたのは、そもそも紙と電子データを混在させ

るからいけないので、最初から電子データを出してもらうようなインセンティブの付与の

仕方や誘導の仕方をする方が、多分、社会保険庁、あるいは日本年金機構に変わった時点

でも、エラーが起きる率は大幅に削減されるので、そもそもそっちを採るべきではないで

しょうか。ＯＣＲを依然として日本年金機構の中に残そうとなさっている気持ちが、僕に

はよく分からない、ということをあえて指摘したいと思います。 

 一次審査まで電子申請で来るとすれば、ここまでかかっている費用よりも低い値段で、

インセンティブ費をかけても、業務の効率は上がるし、さらに正確性も確実に担保される
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可能性があります。そういう策をお考えになられる方がよろしいのではないかと思うので

すがいかがでしょうか。 

○石井社会保険庁運営部長 まだまだご指摘の点はよく詰めていかなければいけないと思

っていまして、しかし、基本的にはご指摘の趣旨どおりだなというふうに思いますので、

是非ともそれを参考にさせていただいてと申しますか、受けとめさせていただいて、検討

を進めたいと思います。 

○植田社会保険業務センター副所長 補足でございますけれども、先ほど先生のお話で、

最初から電子データを出してもらうように働きかけるといいますか、そういう努力をする

べきではないかと。おっしゃるとおりでございまして、実は大量のデータについては今、

そういう働きかけをうちの方からもしておりまして、フロッピーディスクなどの磁気媒体

で出していただくようにという働きかけは相当しております。ただ、最後の最後、やっぱ

り中小企業も多いものですから、どうしても紙が残ってしまうと考えておりまして、現時

点では紙がやっぱり相当数残るのではないかと思っています。 

○大山委員 経過措置をお考えになるべきと思います。すみません、最後にもう一つだけ

質問させてください。 

 ６ページですが、どういう整理になっているのかが心配なので聞かせてください。人事、

給与、経理、旅費と書いてあるところですが、電子政府の方の構築計画でいう官房５業務、

あるいは府省共通業務の一環になっているように見えます。これらは、各省がばらばらに

発注するよりも、共通的なソフトを作ってみんなで使えば安くなる、ということで開発し

ていると思うのです。社会保険庁のままであれば多分そのまま使うのが普通のルールでし

ょうが、日本年金機構になると逆に使えなくなるので、全部作り直しをするということで

しょうか。 

 一方、法律上なので問題がないのは分かっているのですが、住基ネットの方法について

は、今度は日本年金機構になっても使うという話になっていて、何かここのところでちぐ

はぐな感じがします。もしルール上、人事、給与、経理、旅費などのソフトウエアが使え

ないということになっているならば、そのルールの方を直すべきで、使えるようにすべき

ではないかと思うのですが、そこら辺の判断はどうなっているのでしょうか。 

○高橋社会保険庁企画室長 今のバックオフィスのシステムでございますけれども、給与

体系でございますとか、官庁会計ではない企業会計になるものですとか、そういう点で政

府共通のシステムは使えないと。これはやむを得ないかなと。ただ、他の独立行政法人で

すとか、民間企業ですとか、そういうようなところで使われているような汎用パッケージ

ソフトをできる限り活用するとか、そういう意味で、開発コストがあまりかからないよう

なやり方と。こういうことで対処していきたいと思っております 

 それから、住基ネットの利用につきましては、これは法律上で、住基ネットの法律で日

本年金機構の業務で使えると位置付けてございますので、そういう意味で、これは政府機

関に限らず、そういう政府関係の法人にも範囲を広げて、一定のルールの下でこのような
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運用も含めて、そういう関係で成立してございます。 

○本田座長 今、大山委員がおっしゃっているのは、いかにしてこのシステムの開発経費

を少なくするかという話ですから、今のご指摘も踏まえて、やっぱりご検討された方がい

いのではないですかね。 

 汎用ソフトも、そのままそっくり来るならいいのですけれども、やっぱりそれぞれの特

性があるでしょうから。もう既にそれは始まっているのですか。 

○大山委員 やっています。 

○本田座長 社会保険庁もそれにはもう組み込まれるわけですか。 

○大山委員 いや、今の話だと外れることになっているわけですよね。 

○石井社会保険庁運営部長 はい。まさに結論的にそういうことでございまして、実はこ

の前の法案における、ねんきん事業機構は特別の機関という国家行政組織法にきちんと位

置付けられた組織でございましたので、その検討の段階では官庁会計に基づいて私どもも

やらせていただくということでかなり詰めた議論をしていたのですけれども、日本年金機

構という形で、非公務員型の組織になるということになったものですから、これはもう政

府の会計システム、この一角からは外れざるを得ないということが正式に決まってしまい

まして、それで独自のシステムを構築せざるを得ないという形になったわけでございます。

できるだけ汎用ソフトを活用し、かつカスタマイズする部分も極力抑えながら対応したい

と思っております、現実としては、そういう流れになって今日に至っているわけでござい

ます。 

○本田座長 私は、システムというのはよく分からないので、大山委員に伺っているので

すけれども、平成22年１月までに国の方にはもうそういうシステムが入るのですか。 

○大山委員 それぞれのところには共通に使える部分を提供するはずなので、開発のスケ

ジュールから言ったら多分大丈夫だと思いますが、ただ、それを一部自分たちのところで、

例えば給与ですと、何級何号俸の扱い方が違ったりするのがあります。また、特別の職が

省によってあったりするため、その部分は自分たちで直すことができますが、基本的には

大元のところは同じ考え方のものを提供して、各省が使えるようにすると聞いています。 

 したがって、今のお話でも、全部が駄目かどうかは、まだ十分な検討は終わっていない

のではないかと思います。使えるものと使えないものがあるでしょう。確かに会計は手法

が違います。そこは仕方ないと思うのですが、それにしても政府が持っているものを日本

年金機構に使わせるのを「ノー」と言うのかどうかというのは、ちょっと不思議な感じが

します。 

○本田座長 今のご意見も参考にしていただいて。 

 斎藤委員。 

○斎藤委員 今の流れでちょっとお尋ねしたいのですけれども、汎用ソフトをなるべく活

用するという方がずっと簡単ですし、安く上がると思うのですけれども、その汎用ソフト

に合わせて社内の仕組み、事務処理を変更するということは、そういう作業というのは今
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回、新しい組織では可能なのでしょうか。 

○鈴木社会保険庁年金新組織準備室長 そういう意味では、バックオフィスの部分はまさ

に機構が仕事がしやすいように効率的に行えばいいわけですから、パッケージソフトの業

務の流れも十分参考にさせていただいて、カスタマイズする部分は少なくする。より効率

的に、企業と同様な仕組みを導入する形でバックオフィスを整理したいと考えております。 

○大山委員 ちょっと確認ですが、当たり前の話ですが頭の整理で聞かせてください。 

 年金の記録関係のシステムは国が保持して云々という話が出ていましたが、ここで言っ

ているバックオフィス業務のシステムは、日本年金機構が自ら持つものですね。 

○石井社会保険庁運営部長 もちろんそうです。 

○大山委員 そうですよね。なので、こういうシステムは今はないということですか。 

○石井社会保険庁運営部長 ええ、今はないです。 

○大山委員 これ、全部手作業でやっているのですか、現在は。 

○石井社会保険庁運営部長 失礼しました。今、社会保険庁にはもちろん、このバックオ

フィスのためのソフトは持ってございます。いろいろ手直しをしながら回しているという

状況です。独自のものでございます。 

○本田座長 ６ページのこれを見ますと、人事、給与、経費、旅費とも全部ちゃんとした

システムになっていないと書いてあるのだけれども……。 

○大山委員 「システム化を図る」ですよね。 

○本田座長 何か他にご質問は。 

○高橋社会保険庁企画室長 現状のシステムでございますが、非常に古かったり、部分部

分で全体をカバーしておりますので、例えば人事も、本庁で管理している分だけ同一ソフ

トになっているとか、そういう点で、今もソフトはありますけれども、すべて統一した形

式ではないのですけれども、まだ手作業が相当多いということでございます。 

○本田座長 斎藤委員。 

○斎藤委員 ゆうちょが新しくスタートして、そのときにシステムが非常に大きくて時間

とお金がかかるということで、詳しいことは覚えていませんが、みずほ銀行のシステムを

借り受けるか、買ったか、していました。そのように、民間の企業のものを活用する発想

で、どこかと提携するとか、何か積極的にお考えになると随分経費削減、そして時間の短

縮ができるのではないかと思います。是非幾つかの民間企業と今からでもお話しいただけ

たらと思います。 

 それともう一つ、外部委託のことで、ちょっと頭の整理ができていなくて上手に質問で

きないのですけれども、外部委託というのは、当然事務の効率化を図るのが一つですが、

もう一つ、カスタマーサービス―顧客満足を高めるために外部委託をするということも

あると思うのです。ある事業に特化して、そこの専門性の高い、例えばこの前、もしもし

ホットラインでしたか、ああいうところはそれだけのノウハウを持っていらっしゃるので、

市場化テストをして安く、さらに良いサービスが出せるということで使っていらしたと思
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います。顧客満足といったときに、私が顧客の立場で考えたときに、年金の徴収とか、あ

るいは「あなた、収入が少ないのだからやめなさいよ」と言われるときに、全く知らない

人から言われる分には構わないのですけれども、近所の知っている人にその情報を見られ

たら絶対に嫌だろうなと思うのです。外部委託だと誰がそれを言うのか分からないという

恐ろしさを顧客側としては感じると思うのです。社員であれば、そんなことはないのかと

いうと決してそうではなくて、社員であっても、パートで、あるいは非正規でいろいろな

形で雇用されている方たちがいらして、地元の方だったら余計顔見知りになってしまう可

能性も高いだろうと思うのです。私の頭の中では整理できていないのですけれども、その

辺りのことはディスカッションなさっているのでしょうか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 よろしいですか。ちょっと今このご質問の回答に当たるかど

うか分かりませんが、１つは国民年金の納付督励を平成17年度から外に出したわけです。

それで、最初の反応が、委託先の会社の名刺を出されて、「実は○○事務所からの委託で

来ました」と。ほとんどの方が、本当に契約関係があるのですかという形ですぐ反応され

て、最初の委託当時はその電話の対応に随分追われてしまったという状況がありましたが、

ここ１、２年はそうでもなくて、そういう委託制度ということがだんだんお客様に分かっ

てくれば、事務所の委託を受けて来たのだということですので、必ずしも当初の軋轢がず

っと続くとは限らないと思うのですけれども、ただ、おっしゃったみたいに、例えば顔見

知りのような方が何か自分の所得を知ったような感じで来られるというのは、かなり「役

所は一体何をやっているの」という感じのお叱りを受ける可能性もありますので、そこは

匿名性という、仮に今後出す場合でも、やっぱり訪問される側の立場に立って特に考えて

いかないと、効率化のためにやったことがかえってまた国民の反発を招くということは大

いにあり得ることだと思います。 

○八田委員 さっきのＯＣＲ、10ページの話ですけれども、私は中小企業に対しても電子

ファイルでやらせた方がいいと思うのですけれども、国民が国に対して情報を提供すると

きの一種の文化みたいなものがあると思うのです。日本で所得税の確定申告をやるときも、

税務署で親切にいろいろやってくれるわけですよね。答えてくれるわけですけれども、ア

メリカだとそれはやってくれないですから、基本的に郵送ですから、そのペンシルバニア

の。だから、どうするかというと、個人の普通の人はできないですからね、確定申告のシ

ーズンは税理士の会社がいっぱい店を急に開いて、そして誰でも来て頂戴という形でそこ

に持っていくと。みんな日本の税務署に持っていくような形でお金を払ってやると。自分

でやりたい人は自分でやるということなのです。ましてやこの場合、会社なわけですよね。

小なりとはいえ事業所なわけですよね。そうすると、これはもう義務付けて、できない人

は、できない会社はどこかそういうコマーシャルなところに頼んだらどうですかと。紙を

持っていって電子に入れてもらったらどうですかということで、それで済むのではないか

と思いますけれどもね。それで、大山先生がおっしゃるような大幅なコスト削減ができる

なら、多少文化も変えてもらわなければいけないのではないかと思います。 
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○斎藤委員 私どものような零細企業であればあるほど、人手をかけないように、いろい

ろとパソコンを使って電子化しようという努力は進んでいると思いますので、零細企業、

中小企業＝紙ベースという方程式は多分成り立たないのではないかと思うのですが。 

○植田社会保険業務センター副所長 私の説明がちょっと悪かったかもしれませんが、実

は私どもも、先ほどから電子申請について非常に電子媒体を使って申請してもらおうとや

っているのですが、むしろ会社の中の社会保険の担当者の方がいらっしゃるのです、総務

部や総務課に。その人たちの理解度が一番重要なのです。ちょっと私どもも戦略を考えな

くてはいけないとは重々承知をしております。 

○岩瀬委員 年金相談業務の外部委託についてお聞きしたいのですけれども、前回、社会

保険労務士会のヒアリングを受けて、社会保険労務士会として年金相談業務を積極的にや

っていきたいと。これは外部委託の検討の中に入っているのでしょうか。社会保険労務士

会に対して年金相談業務を出すとか、あるいは市町村に対して、市町村でもウインドマシ

ンを使いたいと。そっちの方が住民サービスとしても非常に良いのではないかという意見

が出ていると思いますけれども、そういうことは検討されていますでしょうか。まずそれ

をお聞きしたいのですけれども。 

○石井社会保険庁運営部長 社会保険労務士さん、労働分野に精通している方もいらっし

ゃれば、年金分野に精通されている方もいて、そういう方々が増えているということは承

知しています。現在、社会保険労務士さんに相談関係で外部委託をしておりますけれども、

それは業務を丸ごと委託するということではなくて、あくまでも私ども社会保険事務所の

正規の職員と組んで、その中で役割分担をしながら仕事を一緒にやると。そういう形態に

なっています。 

 中身的には、やはり職員が判断しなければいけない複雑なケースとか、あるいは権利そ

のものの設定に関わるような話、これは職員がやると。それ以外の比較的一般的なお話で

すとか、あるいは権利そのものに直結しないような部分の情報提供、ここを社会保険労務

士さんに担当してもらうというような組み方で今は進めています。 

○岩瀬委員 今現在はそれですよね。今の組み方というのは、前回のヒアリングでも出た

かと思いますけれども、あるいは個別に僕が聞いたときに出たのかもしれませんが、社会

保険労務士の人たちに整理券を配らせたりとか、そういう使い方をしているというのが彼

らは非常に不満を持っているようですけれども、この前の年金の記録問題で窓口に殺到し

た際に、社会保険労務士会が人を出してほしいと社会保険庁から言われて出したものの、

彼らの専門知識を生かせるような相談業務に携われなくて、むしろ今言った整理券配りみ

たいなことをさせられて、だから非常に不満だったので、市場化テストにおいての相談業

務には手を挙げなかったという趣旨のことだったと思うのです。 

 そういう使い方というか、そういう業務の振り分けの仕方というのは非常に不合理だと

思うのです。むしろ、こんなことを言ったら大変失礼かと思いますが、社会保険庁の職員

よりも年金業務に詳しい人たちというのは結構いると思うのです。社会保険庁の窓口に座
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っている人たちの中でも、職員の人もいれば、非常勤職員の人もいるわけですよね。むし

ろ彼らを積極的に活用していくということをやはり検討すべきではないかと思いますけれ

ども、それはどうですか。 

 それと、市町村に対してウインドマシンを今使わせないわけですよね。これもちょっと

僕はおかしいのではないかと思うのですが、その辺はどういうように今後おやりになるつ

もりでしょうか。 

○石井社会保険庁運営部長 社会保険労務士さんの活用の仕方、これは当然、備えておら

れる専門性がフルに発揮されるような形で、やり方を私どもの方もしっかり考えていかな

くてはいけないと。ちょっと例にお出しになった話は、おそらく今年の６月、７月辺りに

記録問題で非常にパニックになりましたけれども、多数の方々が殺到されるという状況の

中でいろいろやることがあって、その一部を担っていただいたのかもしれない。これは確

認していなので確たることは言えませんけれども、しかしながら、そういうような、おっ

しゃったような形でやっていただいたとすると、そこのところはちょっと残念な活用の仕

方だと思いますので、それはそれでやっぱり活用のあり方としてきちんと組織の中に、こ

うだぞということで徹底をしていきたいと思います。 

 それで、専門性ということで言えば、そういう高い専門性を備えておられる方も当然い

ると思います。ですから、要はそういう専門性を発揮していただくときに、しかしやっぱ

り無条件ではないと思うのです。無条件ではないはずだと。そこは、例えば、関わってい

ただく業務の内容というのが年金個人情報です。過去をずっと遡って、その方のヒストリ

ーがそこにあるわけで、所得の情報もございますし、何しろある意味で個人情報の塊と言

ってもいい情報ですから、それにタッチするには一定の法的なルールというものに基づい

て、一定の行動規範というものを備えていただく形でやっていただく必要があるだろうと

思います。ですから、そこら辺はきちんと考えていく必要があるのだろうなと思っており

ます。 

 それから、市町村に端末をというお話ですが、これも地方分権の改革によって、それま

で市町村が現年度分の保険料で徴収業務というものを担っておりましたけれども、機関委

任事務の廃止ということを一つの契機として完全に整理をしてしまいました。法定受託事

務という範疇に属する業務以外は、市町村は国の業務についてタッチしないということに

なったと。年金相談に関わる業務というのは、まさにその範疇に入っていないものでござ

いますので、まずは端末を触るということであっても、大元のところのその権限そのもの

のありようをきちんと法制的に整備して、その上でのお話だろうということだと思います。 

○岩瀬委員 そうだと思いますね。 

 それの法制的な整備を今から急いでおやりになった方がよろしいのではないかなと思う

のですが、そういうことは社会保険庁の中で検討するテーマにはならないということでし

ょうか。 

○石井社会保険庁運営部長 そのご議論は、実は社会保険庁のあり方をどうするかという
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議論が始まった平成16年ぐらいからいろいろな場でご指摘もいただき、私どもの方もある

程度の詰めまでやったことはあるのですけれども、むしろ流れが、地方により多くの権限

をという流れであるということで、なかなかその部分だけ実現をという形にはまだなって

きていないという状況なのです。ここは我々の努力不足もあるのかもしれませんけれども、

関係機関との相談もしながら、これもやっていかなくてはいけない事柄だなというふうに

は思っております。 

○岩瀬委員 関係機関というのは総務省ということですか。 

○石井社会保険庁運営部長 総務省が１つございますね。 

○岩瀬委員 あとはどこになりますか。 

○石井社会保険庁運営部長 政府組織ということでありますれば、基本的には総務省とい

うことになりますけれども、関係の機関もいろいろとございますよね、関係団体もですね。 

○岩瀬委員 ちょっとそこが分からないので教えてほしいのです。 

○石井社会保険庁運営部長 例えば自治体がそれぞれ会を作っていますよね、町村会とか。

市長会とか。 

○岩瀬委員 あまりそんなのは関係ないのではないのですか、自治体の会というのは。 

○石井社会保険庁運営部長 知事会とかですね。やっぱり、それぞれ地方自治のあり方と

いうのを体系的にいろいろご検討なさっている、その中での話ということにもなろうかと

思いますので。 

○岩瀬委員 もちろんそうです。だけど、特区を作ってほしいという市町村がたくさんあ

るわけですから、そういうところととりあえずやってみて、うまくいくのであれば広げる

し、広げたくないというのであればやらないということも選択肢としてあるのではないか

なと思うのですけれども。 

○石井社会保険庁運営部長 それは、そういう形で弾力的に物事を扱うことができる、そ

れはそれで、しかし法的枠組みというのが要るのだろうと思うのです。 

○岩瀬委員 もちろんです。それは守秘義務をかけたらいいわけですね。 

 つまり、今の資料の15ページにあります、20年３月予定の第２コールセンター整備とい

うのが書いていますけれども、この前、監視委員会のヒアリングで聞いたときに、要する

にアルバイトの方を1,000人、年金相談業務に張りつけて、1,000台ウインドマシンを彼ら

に使わせると。そのウインドマシンは可搬型ではなくて汎用タイプを使わせるという計画

にもうなっているわけですよね。 

 つまり、そういう全く職員でもない人、非常勤でもない人に守秘義務をかければ使える

わけですから、社会保険労務士だとか市町村の人たちに使わせるというのは別に何ら支障

はないのではないのでしょうか。同じような守秘義務をかけていけば。 

○石井社会保険庁運営部長 私どもの方としては、やりたい自治体さんがいらっしゃれば、

何らの制約がなければ、そういう形で私どもも協力を申し上げたいと思うのです。けれど

も、そこはやはり地方自治法の壁というのがあって、勝手にそんなことを私どもがやると、
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むしろそれを犯すことになりますので。 

○岩瀬委員 市町村の場合は問題があるかもしれませんけれども、社会保険労務士会の場

合は問題ないですよね。社会保険庁が判断すれば。協力しましょうという関係を作れば。 

○石井社会保険庁運営部長 そこのところも、年金個人情報という、先ほど申し上げたよ

うな個人のヒストリーの塊であるという、ここのところを一般の国民の皆様がどう受けと

めるかということだと思うのです。 

○岩瀬委員 でも、コールセンターの人たちはコールセンターで委託契約をするのだと思

いますけれども、あるいは派遣契約なのかもしれませんが、これは一般の人たちですよね。 

○石井社会保険庁運営部長 もちろん一般の方々です。ただし、一定程度の研修、それか

らこれを業務上扱う上でのルールと、これはきっちりとマスターしてもらうという状況で

す。 

○岩瀬委員 もちろんそうだと思います。社会保険労務士会に対しても同じようなことを

すれば、彼らは前回のヒアリングでは2,000カ所、街角社会保険支援センターを作れるの

だという趣旨のことを言っていますから、それだけ窓口が増えれば、国民にとって非常に

サービス向上ということにつながると思いますけれども、そこはまだ、全く検討課題には

入っていないということですか。 

○石井社会保険庁運営部長 社会保険庁労務士の方々がおっしゃるそのお話が、いま一つ

具体的に見えていないのです。ですから、私どもの方もそういうご意向をお持ちだという

ことはもちろん分かっているのですけれども、私どもが最低限果たさなければいけない、

例えば管理上の責任とか、そういうものとの関係でどういうようなお考えなのか、いま一

つ見えていないので、手放しで分かりましたというわけにはいかないという実情がござい

ます。 

○岩瀬委員 だから僕は、検討するのか、しないのかということをお聞きしているわけで

す。見えないことも含めて、こういう年金相談業務の中に検討課題として入れて、それで

いろいろヒアリングした結果、これは社会保険労務士会には出せないよというのであれば、

僕はそれでいいと思うのですけれども。 

○石井社会保険庁運営部長 既に社会保険労務士会からお話は聞いていまして、いま一つ

不明な点がいろいろなところにありますねという話はさせていただいています。 

○岩瀬委員 分かりました。 

○本田座長 今のコールセンターの件ですけれども、３カ所要るのですか。まさにコール

センターであれば１カ所で十分できるのではないかと。今、岩瀬委員が言われたのは、

2,000カ所にそういう設備を入れる、それだけの投資をする気があるのかというサービス

の問題と、サービス向上をどうするかという、これは中身の充実でできるのです。一方、

今度は効率化の問題。いろいろな経費を考えれば、今コールセンターというのは、この前

もお話がありましたように、大連でやるぐらいの時代になっているわけですよね。だから、

３つ要るのかなという。ただし、その中でちゃんと受け答えする人においては、これは当
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然のことながら、サービスという問題をちゃんとやらなければいけないわけです。それを

どうやっていくかということを分けて考えなければいけないのではないかと思うのですけ

れどもね。３カ所要るのですか。 

○石井社会保険庁運営部長 箇所としては３カ所は必要だと思っています。 

 それはなぜかと申しますと、ちょうど団塊の世代がいよいよ受給世代に入ってきている

と。これだけでもやっぱり需要が伸びております。加えて、残念ながら私どもの地方組織、

事務所は312という数でございます。県によっては３カ所しかないわけです。この３カ所

で来訪という形でさばくのは、はっきり言って物理的に無理でございますので、今はイン

ターネット、それから電話、そういうことでお運びいただかないでも、とりあえず相談さ

せていただく体制を作ろうということで、電話を１つの軸にしようと思っています。かつ、

お受けするときに、何度かけてもつながらないというのはまずいわけで、そういう点で私

どももこれまでの応答率の低さというのを反省していまして、応答率は通常状態でやっぱ

り８割程度はキープしたいと思っておりまして、そこのところから計算をいたしてみます

と、現在、コールセンターがとりあえず大森に１個ございます。それ以外に全国に23の年

金電話相談センターがあって、ブース数があるわけですけれども、これ全体のパフォーマ

ンスというものが受けているニーズがございますね。このニーズのこの先というのを想定

して、それを前提にして、23の、年金電話相談センターというのは、一方では廃止をした

いと思っているのですけれども、その廃止との見合いであと２つコールセンターを作って

いくと。そうしたときに、今申し上げた応答率の確保というのが可能になるだろうと、一

応こういうような見立てでやっているということです。 

○斎藤委員 応答率に関して言えば、１つに集約した方がかえって高くなるのではないで

すか。回線の数を何本引くかだけの話で、回線を引いて、それでラウンドロビンをかけれ

ばずっと効率的に動くのが、それが何カ所かに分かれて、それぞれ回線を持っていると、

こっちはあいているのに、こっちはビジーといったように、やりくりできませんよね。だ

から、１カ所の方がずっと効率的にできるのではないのですか。 

○石井社会保険庁運営部長 説明をさせていただきますと、例えば大森のコールセンター

の場合には、通常の席数が220と。ただし、業者の方と結んでいる契約においては、時期

時期にニーズの状況というのを見て、席数の削減というのをやることになっています。で

すから、常に220がいっぱいではありませんで、例えばこれから年明け、１月、２月、３

月と需要期に入ってまいりますけれども、そのときは220プラス、エキストラの部分を付

けると。逆にそれを過ぎて、暇な時期になりますと、その席数をぐっと下げると。その需

要の予測をしながら、席数の調整をすると。 

 全国にございます年金電話相談センター、これは丸抱えの状態になっておりまして、つ

まり謝金職員で配置しているものですから、それを例えば半日勤務に弾力的に切り替える

とか、柔軟性をそこに持たせることができないということもございまして、そこら辺も勘

案してコールセンターへの集約というものを考えたいということで進めているわけでござ
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います。 

○八田委員 前の資料１について、よろしいでしょうか。 

 資料１の７番について、監査機能を厚生労働省に持たせるというのはよく分かるのです。

公的年金の管理運営責任に基づく監査ということですから、この監査を年金機構に対して

行うと、これはよく分かる。 

 その前の６ページに、先ほど大山委員がご議論なさったことですけれども、厚生労働省

と日本年金機構でもってシステムの開発、運用に関する役割分担をこうするというのは、

問題があると思います。 

 短期的にはともかく、将来はこのシステムの選択をどうするかということは、やはり年

金機構が一元的に決定して、運用していくべきだと思います。厚生労働省は原簿を備える

必要があるわけですから、それがきちんと管理されていることをいつも確認していくとい

うことであって、コストの節約に関することは、やっぱり社会保険庁長官に責任を一元化

した方がいいと思うのです。二つにしておくと、最終的にどっちの責任だかよくわからな

くなってしまうと思うのです。 

 厚生労働省と日本年金機構の役割分担ですけれども、年金のあり方に関する政策決定は、

これはもう徹底的に厚生労働省の仕事だと思うのです。そして、その結果できた年金のシ

ステムをどう運用していくかという実務のことに関しては、それは日本年金機構です。そ

うすると、機構の一番大きな役割は、ここでもずっと議論しているように、いかにコスト

を削減して、能率よく与えられた仕事を、しかも正確にやるかということだと思います。

それはやはり機構の理事長の役割であって、そこに至ってはもう厚生労働省の責任ではな

いと思うのです。厚生労働省はそういうことがちゃんとなされているように監査したり、

理事長を選んだりすることだと思うのです。 

 したがって、私は、システム開発委員会として両方ともが責任をシェアするというのは

甚だ危険であるから、できるだけ速やかに、日本年金機構に最終的には責任を一元化する

必要があると思います。それが１点。 

 それからもう一つは、人事の交流に関して、８ページなのですが、結局雇うときには総

合職・一般職的な区別をしてエリートを年金機構が雇っていくのかどうかが、ちょっと分

かりません。要するに今のⅠ種に対応する人をⅡ種から区別して雇うのか。それとも、十

把一からげに雇って後で選別していくのか、そこが分からない。 

 それからもう一つは、厚生労働省との人事交流で、基本的にはやっぱり厚生労働省の政

策決定のことに関することで、こっちの日本年金機構は実際の運用のことですから、かな

り仕事は違うわけです。したがって、日本年金機構の人が厚生労働省に行って、政策決定

のときに実務的な観点からアドバイスするということはあり得ると思うけれども、厚生労

働省の人が枢要な部長職を占めることで日本年金機構の人がやる気を失うというようなこ

とはあってはならないことだろうと思うのです。それを一方通行にしてしまうのかという

ことも含めて、人事交流をどのくらいのレベルまでということを含めて、もう考えていら
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っしゃるのかどうかということです。 

 それから、私はコンピュータのことを考えると、日本年金機構が責任を持つ限り、他省

庁、財務省とか、場合によっては日銀とかというところの経験のある人たちの知恵を何ら

かの形で入れていかなければいけなくて、厚生労働省よりもそういう知識を別の観点から

持っているということが重要なのではないかと思います。そういう人たちをどのように入

れるかを、今の段階でもうご検討をなさっているのかどうかを伺いたいと思います。 

○吉岡社会保険庁総務部長 ４点ほどご指摘がございましたが、最初のシステム開発につ

いて、国と日本年金機構の役割分担ですけれども、ちょっとこの資料自身に書き切れない

ような形でございまして、基本的には制度改正に係る例えばシステムの規格につきまして

は国の仕事、それから日々の業務改善についての規格あるいは具体的な開発は日本年金機

構の仕事ということで考えておりまして、やや資料上、不分明なところがございまして、

これは必要があればまた整理をして出させていただきます。 

 それから、人事政策の話もありまして、１つは、いわゆる総合職的な人と、それから各

地域でご活躍をいただく方ということですけれども、これは具体的にどういう採用方針を

とるかというのは、また設立委員と相談をしたいと思うのですけれども、その中で、今般

の年金記録問題の検証委員会の大変厳しいご指摘の中に、やはり現場の状況がよく上に伝

わらなかったと。もちろん日々連絡をよくすれば済む話かもしれませんが、やっぱり職員

自身がいろいろな機会に現場の年金保険料の徴収とはこういうものだとか、給付に対する

期待はこうだということを肌で知ってもらう必要も、私は少なくともあるというふうに思

っておりまして、そういう意味ではⅠ種との交流ということにおいても、いわゆる天下り

的にプロパーの職員がやる気を無くすとかそういうことは全く考えていなくて、むしろ制

度設計をする側の人も、現場でのいろいろな難しさもいろいろな形で知ってもらうと、そ

ういう意味の交流をこれからしていきたいと考えているところでございます。ただ、具体

的なやり方、採用の仕方については、またいろいろお知恵も拝借したいと思っております。 

 あと幾つかいただきましたよね……。 

○八田委員 他省庁との関係で……。 

○吉岡社会保険庁総務部長 それも現在、既に国税庁からお見えになった方にもラインの

ポストについていただいて、いろいろ薫陶を受けておりますので、その延長上でいろいろ

な物の考え方、日銀の方も含めて、可能であれば、そういう意味での人事交流もこれから

むしろ必要ではないかと私は思っております。 

○八田委員 それから、厚生労働省から来られた方が一方通行になってもう戻られないと

いうことに最初からするのかどうかですね。 

○吉岡社会保険庁総務部長 基本的には交流という形ですよね。 

○八田委員 じゃ、厚生労働省に来られる初期の幹部はまた厚労省にお戻りになるという

可能性を残すということですか。 

○石井社会保険庁運営部長 それは、まだ職員自身の意向もあることでしょうし、見た目
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で見て、何か厚生労働省の職員が幹部を占めているようなことは全く望ましいことではご

ざいませんから、バランスもあると思うのですけれども。 

○八田委員 しかし、それはやはり金融庁と財務省の取組のような形のことがありますよ

ね。戻るとなると、やっぱりどうしても厚生労働省の意向を受けますよね。 

○本田座長 それもある意味ではレベルによって違うのだと思うのです。例えば理事みた

いので、また次、帰るのだというようなことではまずいのではないかと。下の方は……。 

○八田委員 うんと若いところですね。 

○本田座長 これは、戻ることもあると思うのですけれどもね。幹部が１年で帰っていく、

そういう仕組みというのはまずいのではないのですかね。それが検証委員会でも言われて

いることだろうと思うのですけれども。 

○八田委員 それはうちでも議論すべきことだと思いますけれども。 

○本田座長 私もちょっと質問したいことが。 

 １点は、システムの関係で２点教えてもらいたいのですが、１点は、今日お聞きしたの

はすべてシステム刷新後とか、平成23年がどうだということなのですけれども、いわゆる

システム開発、23年１月を目指してやっておられる詳細設計というのは、随分スケジュー

ルとして遅れているやに聞いておるのですが、そこについて今、長官はどういうふうにと

らえておられて、今後どういう考えでお進めになるのかというのが１点。 

 もう１点は、これは我々の仕事に非常に絡んでくるのですけれども、これは23年１月よ

り若干遅れたとしても、22年１月との関係ではシステム関係は、ずれているわけです。こ

れについての、22年１月に移行するときについての委託なり、要員なりについての皆さん

の考え方。これは今日なければ、また別途で結構です。それだけまず、とりあえずご質問

したいと思います。 

○石井社会保険庁運営部長 恐縮ですが、私からでよろしいでしょうか。 

○本田座長 はい、どうぞ。 

○石井社会保険庁運営部長 まず、１点目でございますけれども、座長ご指摘のように、

平成18年度を初年度として、５カ年で刷新を進めるという当初のスケジュールに照らしま

すと、これは遅れております。当初のスケジュールも、昨年、不適正免除という事案があ

って、その時点で予定していた法案が流れたということで、さらにその段階でもう１回遅

れが発生しておりまして、今、リスケジュールしている……。 

○本田座長 法案とは関係ないのではないですか、我々が聞いているのは。 

○石井社会保険庁運営部長 それで、そういう形でずっと進行してきておりますけれども、

まず基本設計でございますけれども、昨年の８月に発注をかけまして、今年の３月、基本

設計の方は終了してございます。その後、直ちに詳細設計以降の工程に入ることも考えら

れたのですけれども、ちょうどタイミングとして、社会保険庁の改革関連法を国会で審議

しておりました。その状況を見守ったということと、それからその後ですけれども、年金

記録問題というのが出て、検証委員会の検証が始まったと。その報告の中にシステムに関
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するご指摘が十分考えられたということで、その報告が出るのを待って詳細設計以降の工

程を進めようと、こういう腹づもりで、ここのところはずっと来ているわけでございます。 

 ただ、確かに平成22年１月に実施という当初の予定を守るためには、早急に詳細設計以

降の工程に入らなければいけないという事情がございます。直ちに入りませんと、例えば

年間300億円の運用経費面での節減というものが実現できませんし、それから、検証委員

会でご指摘いただいた様々なことを取り込んでいくわけですが、それも遅れるということ

で、むしろ私ども、現時点においては、できるだけ早く詳細設計以降の工程に入っていき

たいと。また、そのために必要な関係方面の方々とのお話し合い、調整も済ませていきた

いと思っております。 

 それから、平成22年１月、移行時点での委託などについてのお話でございますが、これ

はちょっと今ご説明するだけのものを用意してございませんので、これは宿題という形に

させていただきたいと思います。 

○本田座長 ２つ目は、資料３の方の１ページ目なのですが、離職の状況というのがあり

まして、平成19年上期だけで500人ということは、下期まで行くと相当の数の方がおやめ

になるなということ、それをどうとらえておられるかということが１点、もう一つは、ち

ょっと私ら民間会社のとは違うのかもしれませんが、「勧奨」と「自己都合等」とありま

すね。勧奨というのは、我々の感覚で言えば、合理化だとかいろいろなことをやるときに

退職勧奨をやるのですけれども、そういうものなのかどうか。逆に、自己都合と勧奨では

退職金が違うのではないかなと。普通、退職勧奨といったら、自己都合で辞める人もそっ

ちにできるだけ行こうとして行くのではないかなと。官の世界と我々とは違うので、そこ

らがどうなのか。それはもちろん公務員法の決まりがあるのかもしれませんけれども、先

ほどの相談のお話で、大変委託は難しいけれども、何とかしなければいけないという中で、

最後におっしゃったのは、謝金職員を外注にすればとおっしゃった。謝金職員の外注とい

うのは、さほどの効果は何もないのです、私に言わせれば。どうせ委託したらまた金がか

かるわけですから。正社員に手をつけない。しかし、そういうことを考えていくと、この

勧奨制度というのは、ある意味では使えるのではないかとか、いろいろなことを考えるの

ですが、これを見まして、ちょっと我々の常識と違う仕組みになっているので、そこのと

ころのご説明があればご説明でいいし、別途でも、どっちでもいいのですけれども。 

 これからの年金機構を作るまでの過程において、我々は雇用の問題もいろいろなことも

考えていかなければいけないのですが、やっぱりそういう仕組みというのを分かっていな

いと判断を誤ってしまいますので。 

○吉岡社会保険庁総務部長 まず、退職金の扱いについては、法律に照らしてきちっと整

理をして、次回またお話をいたしますけれども、基本的には勧奨退職の場合には、退職金

の割り増しという制度が、これはどこの国家公務員でもありまして……。 

○本田座長 それは、合理化か何かのときに勧奨するのですか。 

○吉岡社会保険庁総務部長 位置付けとしては、まず任意で、例えば私が他に仕事を見つ
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けたので辞めさせてください、という自己都合の退職と、後は死亡退職がございまして、

それ以外には組織の新陳代謝を図るということで、組織の都合で、次の行き先も含めて、

この際身を退いてください、という場合には、いわゆる勧奨対象で、退職金の割り増しが

ございます。それから今、座長がおそらく念頭に置いていらっしゃる組織分限によるもの

については、これは法律上はあるわけです。具体的にその割り増しがどの程度かというの

はちょっとつまびらかにしませんけれども、おそらくは組織の方の都合、ご自分の都合で

はない形での退職ということですから、そういう点は退職金には配慮されるのではないか

と思っていますが、そこはちょっと法律上また整理をいたしまして、資料として出させて

いただきます。 

 それから、最初にお触れになりました離職の状況で、これは現場は大変深刻な状況でご

ざいまして、平成22年１月には自分たちは公務員ではなくなるということから、特に若い

職員については、今年は採用がなかったのですけれども、昨年ぐらいに採用された職員に

ついては、まだ他の働き口も検討したらどうかということで、ちょっと水面下に潜ってい

るような状況でございまして、今の業務の厳しさから考えて、離職をする方も各世代で増

えてきているのが現状でございまして、そこは特に年金記録問題の大きな山がございます

し、ノウハウを蓄えた職員は是非現場で活躍してもらいたいので、今、特に第一線の幹部

はいろいろな意味の慰留に必死になっているという状況でございますので、是非お汲み取

りいただきたいと思っております。 

○岩瀬委員 委託に関して、これは10月31日にいただいた資料に関連してお聞きしたいの

ですが、所管公益法人の業務委託なのですけれども、業務委託費をカットしているので、

所管公益法人の整理はもうついたというお考えでいらっしゃいますか。 

 もう一つお聞きしたいのですけれども、所管公益法人を今後どうするつもりなのでしょ

うか。 

○坂野社会保険庁長官 ちょっと今私ども、手元に該当資料がございませんので、後ほど

お示ししますが、基本的な考え方は、業務委託については基本的には所管公益法人への委

託というのは整理をしていくという形でやってまいります。ただ若干、船員保険関係とか、

そういうところでまだ残るものはございますが、基本的にはその他の整理をしていくとい

うことで、方針としては確かご説明を申し上げたか、あるいは今度資料でお出しするとき

にはそういうことになると思います。 

 それから、施設の運営を委託しております公益法人。これは、施設の売却などに伴って、

その運営委託が終了していくと。それで、委託が終了した後の公益法人の運命。これはま

ず、基本的には各公益法人がご判断をされるものでございますけれども、財政的な基盤が

無くなれば、その運営基盤は無くなるものと考えております。 

 ただ、公益法人によっては、会員の会費として自ら存立が可能な公益法人もございます。

そういうものは、そういうものを基盤として存続されることはあり得ると。概況的にはそ

うでございますが、やや不正確でございますので、また資料をもって正確にご説明をした
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いと思います。 

○岩瀬委員 もう一つ教えていただきたいのですけれども、ずっと財務資料を出していた

だきたいということを事務局を介してお願いしているわけです。でも、全然出てこなかっ

たわけです。ようやく前回出してもらったのですけれども、今日の会議に間に合わせてほ

しいということで、その財務資料を見てみますと、委託費は確かに減っているのですが、

流動資産を食いつぶす方向に今なっているわけです。この流動資産というのは、基本的に

は保険料財源の積み重なったものだと思うのですけれども、これを、もう整理する方向で

あるのであれば、早目に整理をして、その流動資産を特別会計に戻すという形を執らない

と、国民の納得性というのは得られないのではないかと思うのです。これをあるだけ全部

食べて、何年間かそれでもたせて、後は整理するというのは、こういう状況の中ではとて

も理解を得られないと思うのですけれども、その辺をどうされるのかというのも含めて、

次回教えていただけませんか。 

○本田座長 まだいっぱいご質問があろうかと思いますけれども、本日はこれをもちまし

て会議を終了させていただきます。 

 次回の日程でございますけれども、皆様ともあらかじめ確認をさせていただいていると

思いますが、12月３日の10時から12時ということにさせていただきます。議題については、

今日の議論も踏まえながら調整してまいりたいと思いますので、追って事務局から連絡さ

せていただきます。 

 なお、本日の会議につきましてのこの後のブリーフィングを、私の方でやっておきます。 

 本日はどうもありがとうございました。 

以 上 

 


